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令和7 年度から開始した制度

ソフト事業＋拠点整備事業ソフト事業

S AGAサンライズパークの整備＋
イベント実施

吉野ヶ里歴史公園の整備＋
吉野ヶ里歴史公園周辺エリ ア
への周遊促進

多様な人々が活躍できる環境づくり

県内就職の促進・企業活動の強化

地方創生推進タイプ 地方創生拠点整備タイプ デジタル実装タイプ
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観光や農林水産業の振興等の地方創生に
資する拠点施設の整備などを支援（ ハード事業）

デジタル技術を活用し、地方の活性化や行政・
公的サービスの高度化・効率化を推進するため、
デジタル実装に必要な経費などを支援

観光や農林水産業等の地方創生に資する
取組を支援（ソフト事業）

文化施設

交流拠点

農産物の
生産・流通拡大

交流人口の拡大



新しい地方経済・生活環境創生交付金 事業一覧

年度施策名No

Ｒ７～９
むしろこれから 鹿島・太良プロジェクト
～唯一無二の地域資源とローカル鉄道を活用し
た有明海沿線広域連携スローツーリズム推進～

１

Ｒ７～９
スポーツDX・アスリートウェルネス推進プロ
ジェクト

２

Ｒ７～９
SAGAサンライズパークにおける賑わい創出・ス
ポーツの裾野拡大プロジェクト

３

Ｒ７～９
地域資源の磨き上げ・文化発信による交流人口
創出プロジェクト

４

Ｒ７～９佐賀県産業振興好循環創出プロジェクト５

Ｒ７～９

玄海と有明海 さがの２つの海が織りなす新た
なにぎわい創出事業
～海と生きる・海で遊ぶ さがの２つの海に親
しむ地域活性化プロジェクト～

６

Ｒ７～９
誰もが活躍できる まちづくりプロジェクト
～さがらしい、やさしさのカタチ「さがすたい
る」の推進～

７

Ｒ７～９佐賀県地方創生移住・地域活性化等起業支援事業８

 

デジタル田園都市国家構想交付金 事業一覧

年度施策名No

Ｒ６～８
文化芸術に新たな息吹を吹き込む佐賀さいこう
プロジェクト

１

Ｒ６～８
社会増加県へ 子育てし大県“さが”× DI人材
育成・地元循環モデル構築 プロジェクト

２

Ｒ５～７SAGAの未来を支える担い手確保プロジェクト３

Ｒ５～７
未来創造型のチャレンジ研究を主軸とした大学
連携推進事業

４

Ｒ３～７
まちの変化を力にした地域内外の交流拡大・地
域の賑わい創出プロジェクト

５

Ｒ５～９プロフェッショナル人材戦略拠点事業６

■ 地方創生推進タイプ

年度施策名No

Ｒ７
吉野ヶ里をアウトドアの聖地へ～官民連携によ
る新たな自然体験、交流拠点施設整備【吉野ヶ
里歴史公園】

１

■ 地方創生拠点整備タイプ

年度施策名No

Ｒ７SAGA教育DXスタートアップ事業１

Ｒ７さがすたいるデジタル教材制作及び利活用事業２

Ｒ７森林関連情報公開システム構築事業３

Ｒ７地盤沈下観測情報リアルタイム提供サービス４

Ｒ７健康アプリ導入支援事業５

Ｒ７個人番号スマート申請推進事業６

Ｒ７「防災ネットあんあん」ウェブサイトの多言語化７

Ｒ７SAGAデータ連携まちづくりプロジェクト８

Ｒ６アバンセ施設予約システム導入事業９

Ｒ６スカイパトロール監視事業10

Ｒ６建設DX加速化事業費補助事業11

Ｒ６SAGAキャッシュレスチャレンジ事業12

Ｒ６SAGAスマート漁業実装支援事業13

Ｒ５サガンスギの森林1 0 0 年構想事業14

Ｒ５S S Pスポーツ科学大学連携設備整備費補助15

Ｒ５施設園芸DX推進プロジェクト16

Ｒ５S AGA2 0 2 4 競技会を楽しむ環境づくり事業17

Ｒ５電子申請等推進事業18

Ｒ５
佐賀Civil S oc ie ty  Org a n iza tio ns（ 市民社会組
織） 誘致事業

19

■ デジタル実装タイプ



効果検証シート【 むしろこれから 鹿島・太良プロジェクト～唯一無二の地域資源とローカル鉄道を活

用した有明海沿線広域連携スローツーリズム推進～ ( R７～R９年度) 】

・有明海沿線の鹿島・太良エリ アを一体的にブランディングし、本物の地域資源をゆっくり 、じっくり 味わう “ス
ロ ーツーリ ズムを楽しめる、鹿島太良らしい、唯一無二のエリ アづくり を行う 。
・肥前鹿島駅エリ アは、スロ ーツーリ ズムのフロ ントとして整備。駅舎内には「 えきやど（ 宿） 」 の機能を設ける。
駅を拠点に、地元の人が 普段使いしている飲食店や商店、有明海の全景を巡るロ ーカル鉄道を楽しむ“新た
な旅のかたち”を提供することで、地域の価値を向上させ、新たな人の流れの創出や関係人口の拡大を図る。

事業目的

【ソフト事業経費】
〇鹿島・太良スローツーリズム ブランディング事業

・広域観光戦略策定、地域プロデューサー育成 など
〇肥前鹿島駅エリ ア全体プロデュース事業

・新駅舎ブランド戦略・商品開発、稼ぐ運営体制構築

【ハード事業経費】
〇肥前鹿島駅えきやど駅舎（新駅舎）整備
〇沿線えきやど基盤整備

事業概要

R７：5 2 ,0 6 4 千円、 R８：7 0 6 ,3 1 0 千円、 R９：1 ,8 2 6 ,8 7 2 千円交付対象事業費

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（＋3 6 0 ）
1 2 0

（ ＋1 2 0 ）
1 2 0

（ ＋1 2 0 ）
1 2 0

（＋1 2 0 ）
3 ,9 3 9  目標①鹿島・太良エリアの観光入

込客数（ 千人）

（ 0 ）
ー

（ ー）
ー

（ー）
集計中

（ 0 ）
3 ,9 3 9  実績

※事業イメージ写真

KP I
上段：実績値

下段（）:増加分

【KPIの達成状況】
KPI⑤及び⑥については、地域内に新たな出店や活動が生まれ、目標値を上回った。KPI③及び④については、現在、沿線えきやどの担い
手づくりや仕組みづくり、肥前鹿島駅エリアの開業（令和1 0 年3 月以降）に向けた整備を行っており、令和７年度時点では測定できない。
KPI①及び②については、現在集計中であり、達成状況は不明。（1 0 月頃に数値判明予定）

【現状・課題・今後の方向性】
本プロジェクトでは、肥前鹿島駅エリアの整備（ハード）と地域主体の地域づくり（ソフト） を一体的に進めている。スローツーリズムの拠点
として整備を進める肥前鹿島駅エリアの完成（令和9 年度）に先立ち、現地にKATAラボを設置し、地域づくりに取り組んできた。その結果、
KPI⑤及び⑥に示すとおり、地域内に新たな出店や活動が生まれるなど、着実な変化が現れている。一方で、こうした取組が地域全体へ十
分に広がっているとは言えない状況である。このため、今後も地域住民や関係者の参画を促しながら、取組の裾野をさらに広げ、面的な展
開につなげていく必要がある。また、令和1 0 年3 月には、肥前鹿島駅エリアの核となる新駅舎がオープンする予定である。これまで地域各
地で積み上げてきた取組や人材ネットワークを新駅舎をフロントとして結び付け、地域を訪れる方が鹿島・太良地域全体をゆっくり、じっくり
巡ることのできる旅の仕掛けを構築していく。これにより、KPI③④の達成はもとより、地域全体の価値向上を図り、すべてのKPIのさらなる
向上を目指す。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（ ＋0 .0 3 ）
0 ．0 1

（＋0 .0 1 ）
0 .0 1

（＋0 .0 1 ）
0 .０1

（＋0 .０1 ）
5 .5  目標②鹿島市の観光入込者数/鹿

島市の鉄道利用者数（％）

（＋0 ）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
集計中
（＋0 ）

5 .5  実績

（ ＋6 0 ）
3 0

（ ＋3 0 ）
3 0

（ ＋3 0 ）
0

（＋0 ）
0  目標③沿線えきやどの宿泊者数

（肥前鹿島駅えきやど＋鹿島・
太良沿線えきやど）（人）

（＋0 ）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
0

（＋0 ）
0  実績

（＋0 ）
0

（ ＋0 ）
0

（ ＋0 ）
0

（＋0 ）
0  目標④肥前鹿島駅エリアの飲食・物

販ゾーン（ 鹿島・太良に根付く
地域食品や地域産品を新しい
価値観で発信する飲食・物販事
業、店舗＋ECサイトでの販売額
を想定） の売上額（ 百万）

（＋0 ）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
0

（＋0 ）
0  実績

（ ＋1 1 ）
4

（ ＋4 ）
4

（ ＋4 ）
3

（＋3 ）
0  目標⑤肥前鹿島駅前まちなかエリ

アへの新規出店数（宿、商店、
チャレンジショップなど）、新規
イベントの開催回数（回） （＋0 ）

ー
（ ー）

ー
（ ー）

５
（＋５）

0  実績

（ ＋2 7 ）
1 0

（ ＋1 0 ）
1 0

（ ＋1 0 ）
7

（＋7 ）
0  目標⑥特産品や旅行商品、地域を

P Rするイベント（ 体験ツアー、鉄
道ツアー、グルメ商品開発、地域
イベントなど） の新規件数（件） （＋0 ）

ー
（ ー）

ー
（ ー）

１３
（ ＋１３）

0  実績

資料２－２



効果検証シート【 スポーツDX・アスリ ートウェルネス推進プロ ジェクト ( R７～R９年度) 】

・アスリ ートがデータとスポーツ医科学に基いた効果的・効率的なトレーニングや身体管理を行う ことで、故障
や健康問題に悩むことなく競技人生を送り 、活躍し続けられる育成環境を整備する。
・アスリ ートにとって魅力的な育成環境の充実強化を図り 、アスリ ートが活躍することで、本県のスポーツによ
る地域づくり のプレゼンスが高まり 、県外からのアスリ ートや指導者等の流入、定住促進や県の交流人口増
加につなげる。

事業目的

大学等と連携し、スポーツ医科学に対する選手・指導者・専門家の関
心や重要性の認識、また、知識を向上させる取り組みを医療界・大
学・企業などと連携して多角的に展開することにより、スポーツ医科
学が普及・定着する「仕組み」を作り上げていき、アスリートが健康的
で効果的に競技を続けることが出来る環境を整える。

【ソフト事業経費】
○フィットネスチェック
○女性アスリート支援
○栄養サポート支援
○セルフチェックアプリによる医科学普及
〇スポーツ医科学トレーニングモデル施設への機器整備 等

【拠点整備事業経費】
〇S AGAサンライズパーク医科学支援センター施設整備
・建物のリノベーション等

事業概要

R７：2 2 2 ,5 3 9 千円、 R８：6 1 0 ,1 6 2 千円、 R９：6 4 ,3 0 0 千円交付対象事業費

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（＋4 5 0 ）
9 7

（ ＋1 5 0 ）
▲5 3

（ ＋1 5 0 ）
▲2 0 8

（＋1 5 0 ）
▲3 5 8  目標①人口の社会減（転出超過）

の縮小（人）

（＋5 6 2 ）
ー

（ ー）
ー

（ー）
2 0 4

（＋5 6 2 ）
▲3 5 8  実績

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

【 KP I の達成状況】
KP I ①②③のすべて目標を達成した。

【 現状・課題・今後の方向性】
令和６年度に本県で開催したS AGA2 0 2 4 国民スポーツ大会では、天皇杯２位という 優れた成績を収め、全
国のアスリ ートから佐賀県への注目度が高まった。こう した効果が人口流入の促進につながったこと などから、
令和７年度はKP I の目標を達成することが できた。一方で、令和７年1 0 月に開催された滋賀国スポにおいて
は天皇杯1 3 位と上位を維持したものの、今後も流入者数の目標達成を継続していくためには、全国のアス
リ ートから注目され、選ばれるための環境をさらに充実させていく必要がある。
このため、令和７年６月にS AGAアスリ ート育成強化推進本部内に新たにスポーツ医科学委員会を設置し、
指導現場へのスポーツ医科学の普及・活用方策について検討を進めている。さらに、令和８年度は、セルフ
チェックアプリ の活用を通じてスポーツ医科学の有効性を実感できる機会を創出すると ともに、医科学トレー
ニングモデル施設へのスポーツ医科学機器の整備を行い、競技力向上に向けた取組を推進する。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（＋9 0 ）
3 3 4

（ ＋3 0 ）
3 0 4

（ ＋3 0 ）
2 7 4

（ ＋3 0 ）
2 4 4  目標②佐賀県におけるアスリート等

の流入者数（人）

（＋5 9 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
3 0 2

（ ＋5 9 ）
2 4 3  実績

（ ＋1 5 0 ）
4 0 1

（ ＋5 0 ）
3 5 1

（ ＋5 0 ）
3 0 1

（ ＋5 0 ）
2 5 1  目標③スポーツ医科学支援事業を

利活用した指導者・アスリート
等の数（人）

（＋8 8 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
3 6 5

（ + 8 8 ）
2 7 7  

実績



効果検証シート【 S AGAサンライズパークにおける賑わい創出・スポーツの裾野拡大プロジェクト ( R７～R９年度) 】

スポーツに親しむ方を増やし、スポーツの裾野を拡大するとともに、子供から大人まで多様な世代が 日常的に
憩い賑わう 交流拠点と することで、ＳＡＧＡサンライズパークの交流効果を地域に波及させ、周辺地域の交流
人口の拡大と賑わいの創出につなげる。

事業目的

普段からサンライズパークを利用される方や家族連れなど誰もが気
軽に利用でき、公園のような日常的な憩いの場、にぎわいの場となる
とともに気軽にスポーツを楽しむことができるようひろばを整備する。
屋外用バスケットコートや多目的に使用できるスポーツコート等の

日常的に憩う ことができる外構の整備工事を行う 。

【ソフト事業経費】

〇ＳＡＧＡサンライズパークにおける賑わい創出・スポーツ体験イベン
ト開催事業

【拠点整備事業経費】
〇S AGAサンライズパーク西側ひろば（仮称）の整備
・ひろば整備費

事業概要

R７：9 3 ,5 8 4 千円、 R８：1 8 4 ,6 5 6 千円、 R９：3 9 ,6 0 0 千円交付対象事業費

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（ ＋6 1 ）
2 7

（＋2 7 ）
1 7

（＋1 7 ）
1 7

（＋1 7 ）
3 3 ,2 8 3  目標①S AGAサンライズパーク周

辺校区（若楠小学校校区、高
木瀬小学校校区、神野小学校
校区）の人口（人）

（▲1 4 1 ）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
▲1 4 1

（ ▲1 4 1 ）
3 3 ,2 8 3  

実績

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

【 KP I の達成状況】
KP I ②については、目標値を達成したが、KP I①は佐賀市の全体人口が自然減などにより 減少しており 目標
未達成と なった。

【 現状・課題・今後の方向性】
令和７年度はひろばが 整備中であり 利用できなかったため、令和８年度の整備完了後、効果的な情報発信と
合わせて、ひろばでのイベント開催を促進することで、S AGAサンライズパークの日常の賑わいを創り 出してい
く。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（ ＋7 ,5 9 1 ）
5 ,4 2 4

（ ＋5 ,4 2 4 ）
1 ,0 8 4

（ ＋1 ,0 8 4 ）
1 ,0 8 3

（ ＋1 ,0 8 3 ）
1 ,0 8 2 ,6 9 3  目標②S AGAサンライズパークの

利用者数（人）

（ ＋2 1 ,7 2 4 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
2 1 ,7 2 4

（＋2 1 ,7 2 4 ）
1 ,0 5 8 ,8 0 6  実績

（ ＋4 ）
3

（ ＋3 ）
1

（ ＋1 ）
0

（＋0 ）
0  目標③ひろばでのイベント年間開

催件数（ 件）

（ ＋0 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
0

（＋0 ）
0  実績



効果検証シート【 地域資源の磨き上げ・文化発信による交流人口創出プロジェクト ( R７～R９年度) 】

佐賀が持つ地域資源を磨き上げ、発信・販路開拓等の支援をすること で、交流人口の増加を目指す。
文化的、歴史的資産が大切に継承されるとともに、人々が 多彩な文化芸術活動に触れ、佐賀の地から新たな
文化が創造されている。また、それらの本物の魅力や唯一無二の体験が国内外に発信され多くの人々を魅了
し、県全体が活気づき、新たな交流が生まれている。
人々が地域の歴史や文化、自然、豊かな食、伝統など、唯一無二の素晴らしさに気づき、大きな誇り を感じる
とともに、地域住民が、自ら、知恵を出し合いながら、地域資源を磨き上げ、自主的・主体的に取り 組む自発的
な地域づくり が進んでいる。

事業目的

【ソフト事業経費】
○海外市場を主とした販路拡大への取組の強化
・鍋島焼の歴史、技法、価値の情報発信
・産地事業者の新たな販路開拓として海外進出を支援
（海外のバイヤーを産地へ招聘 等）
・海外進出に意欲のある事業者の商流確立のための支援
（テストマーケティング、セミナー開催 等）

○吉野ヶ里歴史公園周辺エリアへの周遊促進

・情報発信や地域の食商品とのコラボ企画等のプロモーション活動

【インフラ整備事業経費】
〇吉野ヶ里歴史公園の整備

事業概要

R７：3 4 8 ,8 4 6 千円、 R８：3 3 5 ,3 5 3 千円、 R９：3 0 8 ,7 5 4 千円交付対象事業費

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（ ＋2 5 .2 0 ）
8 .4 0

（ ＋8 .4 0 ）
8 .4 0

（ ＋8 .4 0 ）
8 .4 0

（＋8 .4 0 ）
4 6 1  目標①観光消費額（総額）（億円）

（＋1 0 2 ）
ー

（ ー）
ー

（ー）
1 0 2

（＋1 0 2 ）
5 4 2  実績

KP I
上段：実績値

下段（ ）:増加分

【KPIの達成状況】
KPI①、③及び⑤については、目標を達成した。一方で、KPI②については、中国の景気減退の影響を大きく受けたことを要因として前年比
で輸出額が減少した。KPI④については、DX認定取得については、地域資源を取り扱う事業者４社のDX基盤構築に向けた支援に取り組
んだものの、DX推進体制の整備について段階的な対応が必要な状況であったことから、年度内のDX認定には至らず目標未達成となった。
KPI⑥については、効果発現は令和８年３月の供用後となるため、目標未達成となった。

【現状・課題・今後の方向性】
・令和７年度は、国内展示会で鍋島焼の情報発信を行い、その価値の改めての再評価を得られたほか、人気コンテンツを活用した広報で
も高い閲覧数を記録し、認知度向上に成果を上げた。しかし、海外進出では定着できない事例が多く、特に陶磁器・家具以外の伝統産業
で課題が顕著である。これらを解決するため、親日国での展示やテストマーケティングだけでなく、輸出専門家による継続的なハンズオン支
援で定着を促進し、販路拡大とブランド力向上を図る。また、県内外の来訪者に伝統産業の技術の高さを直接体験でき、参加者（県内事
業者、デザイナー、バイヤー等）同士の新たな接点をもたらす機会を創出するイベントを開催することで、認知度の向上、販路促進や新規顧
客の獲得、新たな商品開発のきっかけを創出する。

・令和７年度は、食の未来について多角的に考えるシンポジウム、レストランイベント、料理人向けの産地ツアー等を実施。佐賀から食につい
て発信するとともに、目標を上回る新規取引に結び付けることができた。今後も県内外の料理人への働きかけやプロジェクトの情報発信を
積極的に行い、県産食材等に興味を持ってもらうことで、産地ツアーやレストランイベント等を通じた新規取引の獲得に繋げていく。

・DX認定の取得については、引き続き地域資源を取り扱う事業者のDX推進体制の整備を支援していくとともに、経営者のDXへの理解促
進に取組み、認定取得を目指していく。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（ ＋1 7 4 ）
5 8

（ ＋5 8 ）
5 8

（ ＋5 8 ）
5 8

（ ＋5 8 ）
4 5 0  目標②県産品の輸出額（ 伊万里・

有田焼）（百万円）

（＋0 ）
ー

（ ー）
ー

（ー）
3 3 7

（▲1 1 3 ）
4 5 0  実績

（＋3 0 ）
1 0

（ ＋1 0 ）
1 0

（ ＋1 0 ）
1 0

（ ＋1 0 ）
0  目標③国内外飲食店等との新規取

引件数（件）

（＋0 ）
ー

（ ー）
ー

（ー）
3 2

（ ＋3 2 ）
0  実績

（＋9 ）
3

（＋3 ）
3

（ ＋3 ）
3

（ ＋3 ）
0  目標④DX認定 件数（件）

（＋0 ）
ー

（ ー）
ー

（ー）
0

（ ＋0 ）
0  実績

（＋2 2 ）
7 ．5

（ ＋7 .5 ）
7 .5

（ ＋7 .5 ）
7

（ ＋7 ）
7 2 3 .5  目標⑤博物館施設等の来館者数

（千人）
9 2 5 .9 4

（ ＋８１．０８）
ー

（ ー）
ー

（ー）
９２５.９４

（＋８１．０８）
8 4 4 .8 5  実績

（ ＋2 4 .6 ）
2

（＋2 ）
7 .5

（ ＋7 .5 ）
1 5 .1

（ ＋1 5 .1 ）
7 0  目標⑥吉野ヶ里歴史公園来訪者数

（万人）
7 8 .3 5
（＋0 ）

ー
（ ー）

ー
（ー）

7 8 .3 5
（ ＋8 .3 5 ）

7 0  実績



効果検証シート【 佐賀県産業振興好循環創出プロジェクト ( R７～R ９年度) 】

・高校生をはじめとする若者に対して、県内企業の現場見学会等により 県内企業のすばらしさを伝えるととも
に、就業機会の提供等も合わせて行う ことで、県内産業を好循環させていくための基盤となる若者の県内へ
の定着及び県内企業への就職の促進を図る
・人材の育成・確保に向けて、企業人材等のリ スキリ ング支援、身につけたスキルの県内での活用、スタート
アップの育成・創出等の取組により 、県内企業等で活躍する人材を育成・確保し、企業活動を強化させ、県内
産業の好循環を加速させる。
・若者等に「 佐賀の企業で働きたい」 と思ってもらう ため、県内の成長産業や特色ある産業等の魅力向上や
競争力向上を図り 、より 魅力的な企業を創出し、産業の活性化と雇用の創出の更なる好循環を構築する。

事業目的

【若者に対する県内企業への意識の醸成、定着促進】
県内の小中高校生に対し、それぞれのフェーズに応じた施策を行う

・県内学生等を対象にした県内企業合同説明会や企業見学会
・小学生や中学生を対象に、企業の出前講座やワークショップ
・大学生等を対象に半導体関連企業の工場見学ツアー 等

【県内企業等で活躍する人材の育成・確保】
・即戦力DX人材の育成のための講座の開催
・生成AIを活用した業務変革人材育成セミ ナーを開催 等

【県内企業の魅力向上・競争力向上推進】
・企業のデザインリテラシーを図るためのたセミ ナーを開催
・GXモデル企業創出のための伴走支援
・コスメティック構想を中核に異業種を巻き込んだビジネスコミ ュニ
ティを形成等

事業概要

R７：6 4 5 ,3 6 5 千円、 R８：6 8 8 ,1 3 9 千円、 R９：7 2 6 ,6 4 7 千円交付対象事業費

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（＋3 9 0 ）
1 3 0

（ ＋1 3 0 ）
1 3 0

（ ＋1 3 0 ）
1 3 0

（＋1 3 0 ）
8 ,5 0 1  目標①県内企業における入職者数

（人）

（ 0 ）
ー

（ ー）
ー

（ー）
未公表8 ,5 0 1  実績

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

【 KP I の達成状況】

KP I③については目標を達成した。KP I①、②については、国の統計データが未公表であるため、現時点では達成状
況を評価できない（ R８年秋以降、順次公表予定） 。

【 現状・課題・今後の方向性】
〇若者に対する県内企業への意識の醸成、定着促進
小中学生向け仕事体験イベントや、高校生・教員・保護者向け合同企業説明会等を実施した。参加者からは「 元々は
県外就職を考えていたが、県内就職も考えるきっかけと なった」 という 声も聞かれ、若者の意識醸成に寄与した。一方
で、県内の有効求人倍率は1 .2 倍前後と高止まり しているため、令和８年度は新たに「 私立学校キャリ アキャラバン」
（ 学内合説） 等に取り 組んでいく。今後も県内企業との接点づくり や情報発信の充実を図り 、県内定着につなげていく。

〇県内企業等で活躍する人材の育成・確保
RYO-FU B AS Eを活用したDX・スタートアップ人材の育成や、県内企業が行う 半導体人材育成への支援等を実施し、
県内企業等で活躍する人材の育成・確保に取り 組んだ。DX人材育成については、プロ グラミ ング人材1 0 0 名及び生
成AI活用人材1 0 0 名の育成を実施し、延べ2 0 0 名のリ スキリ ングを行った。令和8 年度は、DX推進におけるデータ活
用ニーズの高まり を踏まえ、プロ グラミ ング人材育成をデータサイエンティスト育成へ見直す予定。今後もデジタル分
野や半導体関連分野を中心に人材の育成・確保に取り 組んでいく。

〇県内企業の魅力向上・競争力向上推進
RYO-FU BAS Eを活用したDX支援・スタートアップ支援、コスメティック構想や半導体産業に関する情報発信等を通
じ、県内企業の魅力向上と競争力向上に取り 組んだ。「 ＳＡＧＡｎ ＢＥＡＵＴＹ ＷＥＥＫＥＮＤ2 0 2 5 」 には約3 ,0 0 0 人が来
場し、来場者からは佐賀県が産学官連携で取り 組むコスメ ティック構想を高く評価する声が寄せられ、コスメティック構
想の理解促進や県内のコスメ 企業の魅力発信にもつながっている。今後も付加価値向上や成長分野への参入支援
等を通じて、県内企業の魅力向上・競争力向上に取り組んでいく。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（ ＋3 ）
1

（ ＋1 ）
1

（ ＋1 ）
1

（＋1 ）
6 6 .5  目標②県内高校生の県内就職率

（％）

（ ＋0 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
未公表6 6 .5  実績

（ ＋3 5 5 ．8 8 ）
1 2 0 .6 2

（＋1 2 0 .6 2 ）
1 1 8 .6 2

（＋1 1 8 .6 2 ）
1 1 6 .6 4

（＋1 1 6 .6 4 ）
6 ,9 0 2  目標③県内製造業における付加価

値額（億円）

（ ＋3 5 1 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
3 5 1

（ ＋3 5 1 ）
6 ,9 0 2  実績



効果検証シート【 玄海と有明海 さがの２つの海が織りなす新たなにぎわい創出事業

～海と生きる・海で遊ぶ さがの２つの海に親しむ地域活性化プロ ジェクト～ ( R７～R９年度) 】

佐賀県の２つの海がもたらす地域資源を活用し、交流人口の拡大を図ることで、地域の賑わいを創出する。事業目的

①さが玄海の魅力ある海業推進事業
海や漁村の地域資源を活用したコンテンツの掘り起こし、それらの

企画化と実証、情報発信・キャンペーンによる推進等を実施する。
②佐賀海苔外食機会創出事業
外食メニューでの面的な展開を支援するため、新たな実施店舗の

創出や情報発信を行う 。
③気候変動に対応した漁業改善実証事業
収益性の高い経営構造に改善するためスマート水産業の強化や新

たな対策を講じる。
④さがノリ漁海況予測高度化事業
気象変動による環境変化に応じた新たな漁海況予測システムの開

発やＡＩ等導入による養殖管理の提案に取り組む。
⑤さがの水産資源回復促進事業
海水温上昇の影響等に対応した総合的な漁場環境改善対策を講

じる。
⑥アウトドアアクティビティ創出事業
マリンアクティビティの体験を充実させ、イベント等を開催するととも

に、KMAPエリア全体の情報発信を行う。
⑦イマリ ンビーチ・福田マリーナ・伊万里ファミ リーパーク利活用事業
様 な々年齢の方が楽しめる場所となるよう民間事業者に対してサウ

ンディング調査及びトライアルイベントを行う。

事業概要

R７：1 9 8 ,8 2 4 千円、 R８：2 1 1 ,6 7 7 千円、 R９：1 8 9 ,3 4 7 千円交付対象事業費

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（＋1 5 ）
5

（＋5 ）
5

（＋5 ）
5

（＋5 ）
1 0 0  目標①県内の海に面する市町の人

口減少率の改善率（％）
1 1 .4 3

（ + 1 1 .4 3 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
1 1 .4 3

（+ 1 1 .4 3 ）
1 0 0  実績

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

【 KP I の達成状況】
KP I ①、③、⑤については目標値を達成したが、KP I②は「 漁村の魅力の掘り 起こし・発信」 が不足しているこ
と、漁村部での受入体制が整っていないことが要因で目標値未達成、KP I ④は、気候変動の影響が想定以
上に大きく、玄海地区、有明海地区ともに水揚げ量、資源量、養殖生産量が 減少し、目標値未達成と なった。
KP I ⑥は、猛暑により夏季の屋外活動を控える傾向が 見られ、目標値未達成となった。

【 現状・課題・今後の方向性】
令和７年度は、佐賀県の二つの海の魅力を知ってもらう 事業を実施した。今後は、達成できなかった目標に対
し、漁村の魅力を効率的かつ広域に周知し、都市部との交流人口の増加を促進する。また、玄海地区、有明
海地区において、気候変動に対応した漁場管理を行う ことで、資源回復と養殖生産量の改善を目指す。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（＋1 5 ）
5

（ ＋5 ）
5

（ ＋5 ）
5

（＋5 ）
1 0 0  目標②県内漁村（漁港背後集落）

での交流人口の増加率（％）

（ ▲1 .3 0 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
▲1 .3 0

（▲1 .3 0 ）
1 0 0  実績

（ ＋9 ）
3

（ ＋3 ）
2

（ ＋2 ）
4

（＋4 ）
1  目標③店舗創出件数（件）

（＋１２）
ー

（ー）
ー

（ー）
1 2

（ ＋１２）
1  実績

（＋1 5 ）
5

（ ＋5 ）
5

（ ＋5 ）
5

（＋5 ）
1 0 0  目標④玄海、有明海での水産物の

水揚げ量または資源量の増加
率（％）

（▲3 3 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
▲3 3

（▲3 3 ）
1 0 0  実績

（ ＋2 3 0 ）
1 0 0

（ ＋1 0 0 ）
1 0 0

（ ＋1 0 0 ）
3 0

（ ＋3 0 ）
3 0 0  目標⑤マリンアクティビティ体験者

数（人）

（ ＋1 3 4 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
1 3 4

（ ＋1 3 4 ）
3 0 0  実績

（＋3 0 ）
1 0

（ ＋1 0 ）
1 0

（ ＋1 0 ）
1 0

（ ＋1 0 ）
6 2  目標⑥伊万里市福田地区内公共

施設の利用者数（千人）

（ ＋5 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
5

（＋5 ）
6 2  実績



効果検証シート【 誰もが活躍できる まちづくりプロジェクト

～さがらしい、やさしさのカタチ「さがすたいる」の推進～ ( R７～R９年度) 】

年齢や性別、国籍、障害のあるなしといった様々な「 ちがい」 がある中で、それぞれが尊重しあい、自然に支え
合っている。多用な視点を取り 入れた、佐賀らしい、やさしさのカタチである「 さが すたいる」 が広がって、誰も
が暮らしやすく活躍できる地域となっている

事業目的

①さがすたいるの想いを広げる
街なかにある店舗や施設のバリアフリー、スタッフのサポート情報な

ど安心して外出できる情報の発信、出前講座、様々な方がしぜんとま
ざりあう きっかけづくりの交流イベント等を実施
②多文化共生社会の推進
日本語研修を実施する外国人受入事業所を支援することにより、県

内事業所で働く外国人がより活躍できる環境づくりを推進し、ひいて
は定着を促す。
③障害者の多様な活躍の場づくり
手話や要約筆記の学習機会を提供することで、手話や要約筆記に

携わる人材の確保とすそ野を拡大する。障害福祉事業所等と企業の
マッチングイベントを開催する。
④子ども目線に配慮したまちづくり
モデル地区の点検を実施し、子どもの行動特性を言語化してくれる

専門家等の意見を踏まえ、子ども目線を取り入れた点検・対策マ

ニュアル等を作成する。

事業概要

R７：6 5 ,1 0 0 千円、 R８：9 1 ,8 3 0 千円、 R９：7 7 ,0 7 8 千円交付対象事業費

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（＋4 5 0 ）
9 7

（ ＋1 5 0 ）
▲5 3

（ ＋1 5 0 ）
▲2 0 8

（＋1 5 0 ）
▲3 5 8  目標①人口の社会減（転出超過）

の縮小（人）

（＋5 6 2 ）
ー

（ ー）
ー

（ー）
2 0 4

（＋5 6 2 ）
▲3 5 8  実績

KP I
上段：実績値

下段（）:増加分

【KP Iの達成状況】
KPI①及び③については目標を達成したが、KPI②、④、⑤及び⑥は目標未達成となった。

【現状・課題・今後の方向性】
未達成となった「相談窓口への登録事業数」及び「日本語研修を実施する事業所数」については、外国人労働者を受け入れる
事業所は確実に増加しているものの、相談窓口や日本語研修を実施する事業所への支援情報等の周知が不十分であること
が要因と考えられる。今後は、セミ ナー等企業が参加するイベントでの周知を継続するとともに、事業所への直接アプローチや
活用事例の周知を通じて認知度の向上を図る。
また、「さがすたいるの認知度」については、無関心層への情報発信が十分ではないことや市町及び企業・団体等への取組の
広がりが限定的であることが課題であると認識している。今後は広報手段の見直しを行う とともに、県だけでなく市町や企業・
団体等との連携を推進することで、認知度向上を図る。
「子ども目線を取り入れた点検実施箇所数」については、モデル地区点検を実施し、その結果により点検マニュアルを作成する
こととしていたが、モデル地区点検だけでなく、子ども達の通学動画を撮影・分析するなど、点検マニュアルを作成する手法や工
程を見直したため、実績値は１箇所となった。
その他、障がい者の多様な活躍の場づくりを推進するためのマッチングイベントについては引き続き取り組む。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

（ ＋1 7 0 ）
1 0

（＋1 0 ）
1 0

（ ＋1 0 ）
1 5 0

（＋1 5 0 ）
0  目標②相談窓口への登録企業数

（ 企業）

（ ＋９７）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
９７

（ ＋９７）
0  実績

（ ＋1 8 0 ）
1 0

（＋1 0 ）
2 0

（ ＋2 0 ）
1 5 0

（＋1 5 0 ）
0  目標③セミナー・マッチングイベント

への参加企業数（企業）

（ ＋１９８）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
１９８

（＋１９８）
0  実績

（ ＋4 0 ）
1 0

（＋1 0 ）
1 0

（ ＋1 0 ）
2 0

（ ＋2 0 ）
2 0  目標④日本語研修を実施する事業

所数（所）

（＋５）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
５

（＋５）
2 0  実績

（＋9 ）
３

（ ＋3 ）
３

（ ＋3 ）
３

（＋3 ）
2 9 .7  目標⑤さがすたいるの認知度（％）

（ ▲１）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
▲１

（▲１）
2 9 .7  実績

（＋6 ）
2

（ ＋2 ）
2

（ ＋2 ）
2

（＋2 ）
0  目標⑥子ども目線を取り入れた点

検実施箇所数（箇所）

（＋1 ）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
1

（＋1 ）
0  実績



効果検証シート【 佐賀県地方創生移住・地域活性化等起業支援事業 ( R７～R９年度) 】

人口減少社会の到来により、地方創生への取組がますます重要性を増している。転出・転入の状況としては、転出超過数は
2 0 1 5 年を底にやや縮小しているものの、依然として転出超過が常態化しており、さらに、今後ますます高齢化を伴う人口減少
が進む中、買い物弱者対策を含めた移動手段の確保や見守り支援等のサービスを充実させていくことが喫緊の課題である。
当県で実施している求職者と企業等とのマッチング支援を行う「産業人材ステーション事業」との相乗効果により、より多くの産
業人材を確保するとともに、地域の社会的課題を解決する起業、事業承継又は第二創業を促進し、持続可能な活力ある地域を
構築する。

事業目的

○佐賀県地方創生移住支援事業
人口減少が進む中、各産業分野において労働力が不足しており、

地域の担い手となる人材を確保していく取組が必要である。このた
め、東京2 3 区内在住者又は通勤者（通学を含む） が、当県に移住し、
要件を満たす場合に、移住に要する転居費用等の経済的負担を軽
減するための移住支援金を支給することにより、移住を後押しする。

○佐賀県地域活性化等起業支援事業
高齢化の進行や人口減少に伴う 地域の担い手不足や移動手段の

確保等、県が抱える地域課題の解消を図るため、デジタル技術を活
用して地域課題の解決を目的とした社会的事業について起業する
者及びS ocie ty5 .0 関連業種等の付加価値の高い産業分野でのデ
ジタル技術を活用した事業承継又は第二創業する者に対して起業
支援金の給付や起業等に伴う 伴走支援を行う。

事業概要

R７：2 3 ,6 0 ３千円、 R８：1 0 0 ,6 2 5 千円、 R９：1 0 0 ,6 2 5 千円交付対象事業費

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（+ 2 7 3 ）
9 1

（ + 9 1 ）
9 1

（ + 9 1 ）
9 1

（ + 9 1 ）
5 5  目標①本移住支援事業に基づく移

住者数（ 人）

（ ＋4 4 ）
ー

（ ー）
ー

（ー）
4 4

（ ＋4 4 ）
5 5  実績

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

【 KP I の達成状況】
KP I ③については、目標値を達成した。
一方で、KP I ①②④については、着実に増加しているものの、目標は未達成となった。KP I①及び④について

は、東京圏からの移住者数は増加したものの、移住支援金の対象要件を満たす移住者が想定を下回ったこ
とが 要因の一つと考えられる。特に、テレワーク要件による活用件数の減少が影響したものと考えられる。また、
KP I ②については、起業支援事業の採択件数は1 0 件と目標どおり であったものの、採択後に２件の辞退が
生じたことから、起業者数は８件となり 目標を下回った。引き続き、移住支援及び起業支援の取組を推進し、
各KP Iの達成を目指していく。

【 現状・課題・今後の方向性】
令和７年度は、移住支援事業の実施や移住イベントの開催、起業支援事業による起業支援を行った結果、

2 8 2 人の移住者の獲得、８件の起業事業の創出につながった。
一方で、移住支援事業においては制度の対象と なる移住者の確保、起業支援事業においては採択者の確

実な事業化が課題となっている。
今後は、市町や関係機関と連携しなが ら、活用件数が減少しているテレワーク要件をはじめとする移住支援

事業の対象要件について効果的な情報発信や相談支援に取り 組み、制度の活用促進を通じて、移住者及び
子育て世帯のさらなる確保につなげていく。また、起業支援事業においては、採択者に対する伴走支援の充
実を図り、事業化の確実な実現につなげていく。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（＋3 0 ）
1 0

（ ＋1 0 ）
1 0

（ ＋1 0 ）
1 0

（ ＋1 0 ）
1 0  目標②本起業支援事業に基づく起

業者数（ 人）

（ ＋8 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
8

（＋8 ）
1 0  実績

（ ＋1 ,0 5 0 ）
3 5 0

（ ＋3 5 0 ）
3 5 0

（ ＋3 5 0 ）
3 5 0

（ ＋3 5 0 ）
4 ,7 0 0  目標③マッチングサイトに新たに掲

載された求人数（件）

（ ＋5 7 3 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
5 7 3

（ ＋5 7 3 ）
4 ,7 0 0  実績

（＋6 0 ）
2 0

（ ＋2 0 ）
2 0

（ ＋2 0 ）
2 0

（ ＋2 0 ）
1 0  目標④本移住支援事業に基づく

1 8 歳未満の世帯員を帯同し
て移住した世帯数（世帯）

（ ＋6 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
6

（＋6 ）
1 0  実績



効果検証シート【 １ 文化芸術に新たな息吹を吹き込む佐賀さいこうプロジェクト ( R 6 ～R8 年度) 】

少子高齢化が 進む中、地域に活力をもたらすためには、交流人口を増やしていくことが重要。佐賀の豊かな
歴史的、文化的な魅力は、移住者や観光客を引き付ける大きなポイントであることから、これらを磨き上げる
ことで、その素晴らしさを県民のみならず広く全国に発信し、まちづくりの根本となる故郷への誇りや愛着、
郷土愛を育み、交流人口の拡大を図り 、地域経済の振興・発展につなげる。

事業目的

○佐賀県伝承芸能保存活用事業
県内各地で行われている伝承芸能を“かっこいい映像コンテンツ”

として広く情報発信するとともに、新たに取材・撮影して映像コンテ
ンツを制作することで、地域の誇るべき宝として次世代に継承して
いく気運を醸成する。

○アーツコミ ッション推進事業
県内で開催する文化芸術事業を公募し、アドバイザリーボードによ

るアドバイスやネットワーク支援等の磨き上げを行う 。

○MIGAKIプロジェクト事業
公の施設（キャンプ場、海水浴場、少年自然の家等）の一体的なブ

ランディングや磨き上げを行う ための戦略やコンテンツを制作する。

事業概要

R６：7 5 ,6 9 9 千円、 R７：7 1 ,2 8 8 千円、 R８：7 5 ,7 1 3 千円交付対象事業費

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

累計R８年度R７年度R６年度事業開始前KPI

（ ＋2 5 .3 1 ）
4 4 5 .3 1

（ ＋8 .4 6 ）
4 3 6 .8 5

（ ＋8 .4 5 ）
4 2 8 .4

（ ＋8 .4 ）
4 2 0  目標①観光消費額総額（億円）

（＋1 8 3 ）
ー

（ ー）
6 4 4

（ ＋1 0 2 ）
5 4 2

（ ＋8 1 ）
4 6 1  実績

伝承芸能の情報発信・ 映像制作

公の施設の磨き 上げ 公演等の開催

KP I
上段：実績値

下段（）:増加分

【KP Iの達成状況】
KP I①、②、③は、多様な文化資源の活用と効果的な情報発信を推進したことなどにより目標値を達成したものの、KPI④につ

いては施設のリニューアル等による特需が落ち着いたことにより前年比マイナスになった。

【現状・課題・今後の方向性】
・伝承芸能を“かっこいい映像コンテンツ”として情報発信（テレビ放映等）するとともに、新たに２つの伝承芸能を取材・撮影し
て映像制作を実施し、広く県民に伝承芸能の素晴らしさを伝えることができた。引き続き、担い手となる若い世代の興味・関心
を惹きつける工夫を凝らした情報発信、映像制作に取り組む。

・様々なリソース（場所、人、モノ）をつなぎ、Live S Beyond Ⅱ（ 1 7 回）と文化講演会（2 回）を実施することで、県内各地域で新

たな文化シーンを創出した。これらをきっかけとして、Beyond（＝「超えていく」）の事業趣旨のとおり、これまでできないと思って
いたことにチャレンジしたり、地域の文化資源としての定着の可能性が見えてくるなど、民間や市町の自発の取組が生まれてお
り、県内の文化活動の活性化に繋がっている。県民や旅行者がそれぞれのスタイルで日常生活のワンシーンとして文化芸術に
出会い、楽しむことができる社会の実現を目指すため、引き続き効果的なアプローチを検証しながら、新たな価値の創出にチャ
レンジしていく。

・施設間の回遊性向上に向けて、北山エリアにおいて電動モビリティ導入の実証実験を行った。利用者からは、また利用したい
との声が多く寄せられ、有効性の検証及び定着に向けた調整やスキーム構築ができた。また、公共施設の利活用に関心のある
民間事業者をターゲットに、プロジェクトの概要や磨き上げのプロセス等を情報発信するため、リーフレットやＭＩＧＡＫＩプロジェク
トポータルサイトの制作等を行った。今後は、集客コンテンツ制作や情報発信強化に加え、トライアルイベントや新規利用者層の
掘り起こし等、ブランディング戦略に基づく磨き上げを推進していく。

現状や課題
今後の方向性

（阻害要因の把握・
分析・対応）

累計R８年度R７年度R６年度事業開始前KPI

（ ＋5 8 .0 5 ）
2 ,0 5 3 ．0 5
（＋1 9 .5 5 ）

2 ,0 3 3 .5 0
（＋1 9 .5 0 ）

2 ,0 1 4
（ ＋1 9 ）

1 ,9 9 5  目標②宿泊数（千人）

（ ▲7 2 .5 4 ）
ー

（ ー）
２３５６．８６

（＋1 1 .9 1 ）
2 ,3 4 4 .9 5

（ ▲8 4 .4 5 ）
2 ,4 2 9 .4 0  実績

（＋2 1 ）
6 7 1

（＋7 .5 ）
6 6 3 .5 0

（ ＋7 ）
6 5 6 .5 0

（＋6 .5 0 ）
6 5 0  目標③博物館施設等の来館者数

（千人）

（＋２０８.９４）
ー

（ ー）
９２５.９４

（＋８１．０８）
8 4 4 .8 6

（ ＋1 2 7 .8 6 ）
7 1 7  実績

（ ＋4 0 .5 ）
4 2 8 .5

（ ＋1 5 .5 ）
4 1 3

（ ＋1 5 ）
３９８

（ ＋1 0 ）
3 8 8  目標④公の施設の来館者（利用

者）数（千人）

（ ＋3 9 .9 6 ）
ー

（ ー）
4 6 4 .8 1

（ ▲2 5 .4 4 ）
4 9 0 .2 5

（ ＋6 5 .4 0 ）
4 2 4 .8 5  実績

資料２－３



効果検証シート
【２ 社会増加県へ 子育てし大県“さが” ×DI人材育成・地元循環モデル構築プロジェクト ( R６～R８年度) 】

デジタル技術を活用した社会の進化において半導体回路設計やその他の先端技術を活用してイノベーショ
ンを促進するための若手人材育成が重要。本県独自の教育プロ グラムを開発、新たな価値を創造する学び
を提供することで、佐賀から産業を変革するデジタルイノベーション人材（ 以下「 DI 人材」 という ） の育成を図
る。将来、佐賀で活躍するDI 人材の地元循環モデルを構築し、社会増加県を目指す。

事業目的

〇佐賀県DI人材育成事業
地元企業・大学・高等専門学校連携によるDI人材育成プログラムの
開発を行い、高校生が「S AGA DI（デジタルイノベーション） La b」

において伴走コーチとともに、DIカリキュラムを学ぶことで、県内のDI
人材循環モデルを構築する

○佐賀県高校生DI選手権大会開催
高校生がLa bで学んだデジタル技術をもとに成果発表や知識・技能
を競う 「佐賀県DI選手権大会」を開催する

事業概要

R６：5 0 ,0 0 0 千円、 R７：5 9 ,1 4 2 千円、 R８：5 2 ,8 9 9 千円交付対象事業費

KPI
上段：実績値

下段（ ） :増加分

＜DI人材の育成＞ ＜高校生DI選手権大会＞

累計R８年度R７年度R６年度事業開始前KPI

（ ＋1 ,3 5 0 ）
1 ,3 5 0

（ ＋4 5 5 ）
8 9 5

（ ＋4 5 0 ）
4 4 5

（ ＋4 4 5 ）
4 4 ０目標①地域のUIJターン数（人）

（＋７３８）
ー

（ー）
1 ,1 7 8

（ ＋２８２）
８9 6

（ ＋4 5 6 ）
4 4 0  実績

（＋1 5 0 ）
1 5 ０

（ + 5 0 ）
1 0 0

（ ＋5 0 ）
5 0

（ ＋5 0 ）
0  目標②S AGA DI  La b参加者数

（人）

（＋１7 0 ）
ー

（ー）
１7 0

（ ＋7 0 ）
１００

（ ＋1 0 0 ）
0  実績

【 KP Iの達成状況】
KP I ①②③④について、すべての項目において目標値を達成できた。

【 現状・課題・今後の方向性】
令和７年度の「 S AGAハイスクールDI 人材育成事業」 は、新たに２期生７０名を受け入れ２年目をスタートした。
関係企業等からは、事業内容や受講生の高い能力に対して強い関心が寄せられており 、今後のさらなる発展
を期待する声も多く寄せられている。また、受講生アンケートにおいても高い満足度が得られている。現在は、
令和８年３月に設置したデジタル・半導体人材育成「 S EIREN KATAパートナーズ」 に参画する企業・団体と
の連携のもと、実践的な学習機会の充実や運営体制の強化を進めている。今後は、大会等を通じて積極的に
P Rを行い、受講生が 身につけた高度なスキルを、県内での就職や起業につなげる仕組みを整えることが課
題である。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R８年度R７年度R６年度事業開始前KPI

（ ＋1 3 ５）
1 3 5

（＋4 5 ）
9 0

（ ＋4 5 ）
4 5

（＋4 5 ）
0  目標③初年度に受講する「ベー

シックコース」の修了者数
（人）

（ ＋１３5 ）
ー

（ ー）
１３5

（ ＋５８）
7 7

（＋7 7 ）
0  実績

（ ＋4 0 ）
4 0

（＋4 0 ）
0

（ ＋0 ）
0

（ ＋0 ）
0  目標④当該事業修了者の情報系

の高等教育機関への進学者
数・情報系職種への就職者数
（人） （＋0 ）

ー
（ ー）

0
（ ＋0 ）

0
（ ＋0 ）

0  
実績



効果検証シート【３ S AGAの未来を支える担い手確保プロジェクト ( R５～R７年度)】

・都市圏から、人の呼び込みを図る ・佐賀の産業を支える担い手の確保を図る ・地域づくり 、地域活性化への
支援を図る

事業目的

○佐賀県における暮らしや仕事の情報に一元的に触れられる移住フェアの開催
○佐賀県から若者の人材流出が多い都市圏において、佐賀の仕事、暮らしの素晴らしさを伝える相談会を開催
○地域における新規就農者の支援体制の構築を図り つつ、幅広い就農ルートから数多くの新規就農者の確保、
定着を支援（ 補助金（ 協議会等組織） ）
○農業への企業・法人等参入への理解醸成、参入候補となる農地情報の整理、企業・法人への情報発信
○労働力確保支援のための体制整備、農福連携の定着・推進や外国人材活用の推進など多様な人材の活用
促進
○県内工業系高校生などを対象に、建設業の出前講座や体験会、魅力発信の実施
○経営の高齢化などの課題がある県内中小企業等の円滑な事業承継を実現するためのシンポジウムや情報発
信の実施
○中山間地域の集落や産地等が主体的に行う 「 農業・農地を守る取組」 、「 農業所得を向上させる取組」 「 地域
の活性化に向けた取組」 に対して支援 （ 補助金（ 市町） ）
○精力的に地域づくり 活動を実践している人材（ ロ ーカリ スト） や地域づくり に興味のある人材（ ネクストロ ーカリ
スト） との交流会の開催等により 地域づくり 活動のきっかけを創出

事業概要

R５：６８,４６５千円、 R６：8 6 ,1 3 5 千円、 R７：1 0 2 ,4 8 8 千円
交付対象
事業費

KP I
上段：実績値

下段（ ） :増加分

累計R７年度R６年度R５年度事業開始前KPI

（＋８4 ）
１９8

（＋7 ）
１９１

（＋６）
１８５

（＋７１）
１１４目標①他都道府県からの移住者数（人）

（＋1 5 3 ）
２８２

（ ー１７４）
4 5 6

（+ 1 6 ）
４４０

（＋3 1 1 ）
１２９実績

（＋8 ）
６8

（＋4 ）
６４

（＋２）
６２

（＋２）
６０目標②しごと相談室を通じたUJ Iターン就職者数

（人）

（▲2 ）
４６

（+ 4 ）
4 2

（▲1 0 ）
５２

（＋４）
４８実績

【 KP I の達成状況】

KP I ①「 他都道府県からの移住者数」 は2 8 2 人となり、前年度比では1 7 4 人減少したものの、目標値1 9 8 人
を上回る結果となった。当該KP I は県の移住施策を活用した移住者数を基礎としているが、令和7 年度に移
住支援金制度の見直しに行い、対象者を限定したことが減少の要因と なっている。一方で、事業開始前と比
較すると 移住者数は大幅に増加しており プロ ジェクトを通じた移住促進施策の効果が 着実に現れている。

KP I ②「 しごと相談室を通じたUJ I ターン就職者数」 については、令和7 年度実績4 6 人となり 目標値（ 6 8 人）
には達しなかった。事業開始前との比較では就職者数は減少しており、相談者数の増加が就職実績に十分
に結び付いていない状況である

【 現状・課題・今後の方向性】

令和7 年度は、関東、関西及び福岡圏を中心に移住・就職関連イベントや相談会を実施し、多くの参加者を獲
得した。その結果、「 佐賀県のしごと相談室」 における相談件数は過去最多となり 、佐賀県への移住や就職に
関心を持つ層の裾野拡大につながった。

一方で、相談者の多くは数年後の移住や転職を視野に入れた情報収集段階にあり 、実際の移住・就職まで
に一定の期間を要するケースが多い。そのため、相談者数の増加が年度内の就職実績として十分に反映さ れ
ず、KP I ②の未達につながったと考えられる。

また、全国的に自治体による移住支援の取組が活発化しており 、移住希望者の獲得競争は年々激しさを増し
ている。そのよう な中で、移住先として佐賀県を認知・選択してもらう ためには、継続的な情報発信と移住・就
職支援の充実が不可欠である。

今後は、移住を具体的に検討している層へのきめ細かな伴走支援に加え、将来的な移住候補者と なる若年
層や転職潜在層などへのアプロ ーチを強化する。また、イベント参加者や相談者に対するフォロ ーアップを充
実させ、移住から就職まで切れ目のない支援を行う こと で、相談件数の増加を実際の移住・就職実績へとつ
なげていく。さらに、佐賀県の暮らしや働き方の魅力、県内企業の求人情報等を効果的に発信し、移住・就職
のマッチング率向上を図る。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・今後

の方向性）



効果検証シート【４ 未来創造型のチャレンジ研究を主軸とした大学連携推進事業( R5 ～R7 年度) 】

大学との連携を強化することにより、佐賀県の施策を効率的に進める上で県が抱える課題やニーズに合った技術研究として、
県民の安全・安心な地域づくりや産業の振興などにつながるだけでなく、そこで培われた新たなシーズが民間企業との共同研
究や事業の実装に発展して新たな産業を生み出す。
また、これらの地域貢献や地域課題の解決に資する取組を県内外へ幅広く発信していくことで、進学希望の高校生などにとっ

ての高等教育機関の魅力度向上、県内高等教育機関をハブとした若年層の活躍の場の拡大、キャリア向上を志す若者の佐賀
への定住促進などに繋がり、県内高等学校から自県大学への進学率の向上にも寄与していくことを目指す。

事業目的

１ 佐賀大学等との連携事業

２ コンベンションの開催
事業概要

R５：5 0 ,1 2 5 千円、 R６：６９,4 ８８千円、 R７：7 8 ,4 6 4 千円交付対象事業費

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

累計R７年度R６年度R５年度事業開始前KPI

（＋３９）
３９

（＋1 5 ）
2 4

（ ＋1 2 ）
1 ２

（ ＋1 2 ）
０目標①県内高等教育機関との連携事業数

（延べ新規取組）（件）

（＋2 ８）
２８

（＋７）
2 1

（+ 8 ）
１３

（ ＋1 3 ）
0実績

（＋２）
２

（＋２）
０

（ ０）
０

（０）
０目標②申請事業を通じた研究テーマの本格

的な社会実装や事業化、若しくは産学官
連携等に着手した件数（件）

（＋２）
２

（＋２）
0

（ 0 ）
０

（０）
0実績

（＋２．３）
1 9

（＋１）
１８

（＋１）
１７

（＋０．３）
１６．７目標③県内高等学校から自県大学への進学

率の向上（％）

（ ▲０．６）
１６．６０

（ ▲０．１）
1 7 .5

（+ 0 .8 ）
１５．４

（ ▲1 ．3 ）
1 6 .7実績

【 KP I の達成状況】
KP I ②については、目標値を達成したが 、KP I ①はマッチングに至る件数が想定を下回ったことから目標未

達成となった。KP I ③については県内高校生に対して県内大学の魅力度をまだ十分に伝えきれていない面も
あり、事業開始前と ほぼ変わらない水準にまで後退した。

【 現状・課題・今後の方向性】
本交付金を活用して支援した研究事業の中から、社会実装や事業化に着手するものが出てきたこと は、事

業の成果としてP Rしていきたい。
しかしながら、県内企業の大学に対する関心度は全体的に低く、共同研究やライセンス契約による事業化な

ども活発に行われていない状況にあることから、令和８年４月に設立した産学官金労言のプラットフォーム「 さ
が高等教育構想プラットフォーム（ S I GM A） 」 において、産学間で様々な連携が図られるよう に取り 組んでい
く。
これらの取組を着実かつ継続的に実行することで、県内大学の魅力を県内高校生に徐々に浸透させ、自県

進学率の向上を目指していく。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）



効果検証シート【 ５ 長崎県連携事業：まちの変化を力にした地域内外の交流拡大・地域の賑わい創出プロ ジェクト( R3 ～R7 年度) 】

・新幹線開業に伴う 誘客の効果を広域的に波及させるため、新たなコト・コンテンツの造成や情報発信、受入体制の強化により、
リ ピーター確保や宿泊者数の増加を図り、観光消費額の拡大につなげる。
・特長ある自然資源を活かし、自然を体験するアウトドアツーリズムによる周遊観光を促進し、宿泊客数の増加を図り、観光消費
額拡大につながる取組を行う 。

事業目的

（1 ）地域の観光資源の高付加価値化に伴う エリアブランディングや新た
なコンテンツの発掘、磨き上げ等にチャレンジする事業者への支援を実施。
（2 ）日本遺産に認定されている佐賀県・長崎県にまたがるやきものづくり
が盛んなエリア「肥前窯業圏」の魅力を発信するため、圏域内の周遊を促
進する事業や広報、商品開発などを実施。
（3 ）佐賀県と長崎県が共同で制作する観光情報誌の発行や、2 0 2 2 年の
佐賀・長崎デスティネーションキャンペーン事業で磨き上げた観光素材の
流通促進・販売支援を実施。
（4 ）佐賀県の持つ自然、文化、食といった観光資源を活かしたサイクル
ツーリズムの情報発信や、サイクリストの受入環境整備を実施。
（5 ）自然公園等の魅力向上や利用促進につなげるため、九州自然歩道
のホームページを管理・運営し、魅力的な情報発信を実施。

事業概要

R3 ：1 1 6 ,8 0 7 千円、R４：8 5 ,4 5 9 千円、 R５：9 1 ,6 9 3 千円、 R６：５４,５０６千円、R7 ：4 8 ,4 3 4 千円交付対象事業費

KP I

累計R７年度R６年度R５年度R４年度R３年度事業開始前KPI

（ ＋3 5 8 .6 4 ）
4 ,1 3 6 .6 4

（ ＋4 8 .2 4 ）
4 ,0 8 8 .4 0

（＋4 8 .1 6 ）
4 ,0 4 0 ．２４
（ ＋4 8 .1 2 ）

3 ,9 9 2 .1 2
（ ＋4 8 .0 8 ）

3 ,9 4 4 .0 4
（＋1 6 6 .0 4 ）

3 ,7 7 8目標①観光消費額
（億円）

（▲２４３．2 ０）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
3 ,5 3 4 .８０

（＋8 4 3 .8 6 ）
2 ,6 9 0 .9 4

（ ＋8 3 1 .5 3 ）
1 ,8 5 9 .４１

（ ▲1 9 1 8 .5 9 ）
3 ,7 7 8実績

（＋７.４）
６６

（ ＋１．0 0 ）
６５

（ ＋1 .0 0 ）
６４

（ ＋1 .0 0 ）
６３

（＋1 .1 0 ）
６１．９０

（＋3 .3 0 ）
5 8 .6 0目標②観光客( 宿

泊)のリピー
ター率（％）

（＋4 .2 ）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
6 2 .8 0

（ ＋4 .4 0 ）
５８．４０

（▲6 .6 0 ）
６５

（＋6 .4 0 ）
5 8 .6 0実績

（ ＋1 ,4 7 9 ）
3 3 ,4 0 0

（ ＋２００）
3 3 ,2 0 0

（＋2 0 0 ）
3 3 ,0 0 0

（ ＋2 0 0 ）
3 2 ,8 0 0

（ ＋2 0 0 ）
3 2 ,6 0 0

（ ＋6 7 9 ）
3 1 ,9 2 1目標③観光消費単

価(宿泊客)
（円）

（ ＋4 ,1 1 0 ）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
3 6 ,0 3 1

（ ＋2 ,1 2 1 ）
3 3 ,9 1 0

（ ＋1 ,4 3 3 ）
3 2 ,4 7 7

（ ＋5 5 6 ）
3 1 ,9 2 1実績

【KP Iの達成状況】
現在算定中となり、達成状況は不明（６年度分、７年度分ともに、1 0 月頃に数値判明予定）

【現状・課題・今後の方向性】
（1 ）新たな観光コンテンツの造成や磨き上げ等を行う事業者への支援（補助金）を行い、これまでに２０件の観光コンテンツの
造成に繋がった。支援を行った観光コンテンツは多岐にわたり、県外観光客へ佐賀の魅力を幅広く伝える環境を整えることが
できた。また、魅力的な観光コンテンツの継続的な創出と既存の観光コンテンツの定着化が必要であるため、コンテンツ造成に
専門的な知見を有するアドバイザーによる伴走支援を取り入れ、継続性や自走化を見据えた人的支援を行った。さらに、唐津・
玄海エリアにおいては、地域資源を活用した「ルート・グランブルー」の磨き上げを行い、プロモーション動画やリーフレットの制
作、観光情報サイトやS NS 等を活用した情報発信に取り組んだ。今後は、継続的な経済的・人的支援を実施するとともに、造成
したコンテンツや地域ブランドの認知度向上に向けた情報発信・誘客促進を強化し、さらなる観光消費の拡大につなげていく。

（2 ）日本遺産「肥前窯業圏」の周遊促進及び認知向上を目的として、圏域内のやきもの関連施設等を巡るポイントラリーやイ
ベント出展、S NS を活用した情報発信を行う とともに、圏域の魅力を伝える人材の育成にも取り組んだ。今後も、さらなる誘客・
周遊促進のため、体験価値の向上や地域の魅力を主体的に発信できる人材の育成を進めていく。
このほか、圏域内に在住する地域プロデューサーや商社、窯元と連携し、やきものカジュアルブランド「ＨＩＺＥＮ５」 の商品開発、

販路開拓、ブランド力の強化及びプロモーションに取り組み、これまでやきものに関心のなかった層がやきもの文化の魅力に触
れる機会の拡大につなげることができた。引き続き、事業の自走化を見据えながら取り組みを継続し、若年層を中心とした新た
なやきものファンの創出を図り、佐賀県が誇るやきもの文化の認知向上及び裾野の拡大につなげていく。

（3 ）佐賀県と長崎県で連携して観光情報誌「S とN」を作成し、関西圏・首都圏・九州北部エリアを中心とした書店、雑貨店等
に配布した。本冊子を通じて両県のファンが増加しており、２県で取り組むことにより、旅の目的地として捉えられやすくなってき
ている。また、創刊以来初となる冊子掲載エリアでの交流イベントを実施した。今後は、誘客につながるイベント等の開催や訴求
対象の拡大を行いながら、「S とN」を活用した観光素材の流通促進・販路拡大に取り組むとともに、佐賀県及び長崎県来訪の
きっかけとなるよう 継続的な情報発信を行い、旅行客や消費額の増加に引き続き取り組んでいく。

（４）海外向けのS CC（佐賀サイクリングクラブ）情報発信事業としてプロモーションビデオや海外インフルエンサーとタイアップ
した動画、海外向けのサイクリングマップを制作した。その結果、プロモーション動画（YouTube）の再生数は８．３万回と海外に
おける佐賀県のサイクルツーリズムの認知向上につながった。また、国内向けにはIns ta g ra mでの情報発信や公式サイトの運
用を通じて、県内のサイクルツーリズムに関する情報発信を行った。市町や事業者によるサイクルツーリズム推進の取組が広が
りつつあることから、今後は関係者との連携を強化し、一体的な情報発信を展開することで、サイクルツーリズムの充実を図る。

（５）令和7 年度は、九州自然歩道佐賀県ルートの楽しみ方を紹介するＳＮＳにおいて、山歩き初心者向けに投稿を行い、さらにＳ
ＮＳ広告でそれらの展開を行った。加えて、森を守る活動を実施している「多良岳を愛する会」にスポットを当て、同会が実施す
る中学校登山や太良町の地域資源をWebサイトにて紹介し、九州自然歩道や県立自然公園のさらなる魅力発信や利用促進
につながった。引き続き、地域資源と結びついた九州自然歩道などの情報発信を行い、利用者増加と自然環境保全への意識
向上も図っていきたい。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）



効果検証シート【６ プロフェッショナル人材戦略拠点事業( R５～R９年度) 】

地域企業の経営者に対し、新事業や新販路の開拓など、積極的な「 攻めの経営」 への転換を促し、民間人材
マーケットにおいて必要なプロ 人材ニーズと求職者をマッチングすることにより 、企業の成長戦略の実現を図る。

事業目的

佐賀県プロ フェッショナル人材戦略拠点の企画・運営
・プロ フェッショナル人材戦略マネージャー等が、県内企業訪問やセミ ナー開催をすることで、経営改善の意欲

を喚起し、成長戦略を実現するプロ フェッショナル人材の活用を促す。
・プロ 人材の活用に消極的な企業に対する、経営相談等を通じた潜在的なプロ 人材ニーズの掘り 起こし
・兼業・副業やＯＢ人材の活用等様々な働き方や採用方法について県内企業のニーズを調査
・金融機関や関係機関等と 連携し、セミ ナーの共催や情報共有等により 効果的に事業を推進する
・外部コンサルタントの人脈や専門性を活かし、訪問企業の開拓を行う
・外部コンサルタントによる経営改善支援により 潜在的なプロ 人材ニーズの掘り 起こしを行う
・民間企業や関係機関等と 連携し、県内企業のデジタル化の推進 等

事業概要

R５：３４,８９５千円、 R ６：3 ５,９９１千円、 R７：3 8 ,6 9 4 千円、R８：3 8 ,6 9 4 千円、R９：4 5 ,8 3 6 千円交付対象事業費

KP I
上段：実績値

下段（ ） :増加分

【KP Iの達成状況】
KP I①②③④ともに目標値を達成した。

【現状・課題・今後の方向性】
県内中小企業等への訪問による経営者等へのヒ アリングやセミ ナー等を通じ、企業が必要としているプロ人材を具体化、ニー
ズの掘り起こしを行い、プロ人材が登録されている民間人材ビジネス事業者等と連携し、都市部の求職者と県内中小企業等
のマッチング支援件数の増加につなげた。（成約件数7 ８件）

現状、マッチング件数、相談件数等増加傾向にあることから、引き続き、県内中小企業の「攻めの経営」への意欲を喚起し、
成長戦略実現のため、企業が必要としている人材ニーズの掘り起こしを行う。また、企業のニーズと求職者のマッチングのため、
民間ビジネス事業者等と連携し、プロフェッショナル人材の地方還流（UJ Iターン）を促進する。

また、副業・兼業についてはマッチング件数が前年度比約３７％と大幅に増加していることから、さらに活用促進するため副
業・兼業の理解増進や活用事例紹介などの広報を行うなどして、県内企業の経営力強化につなげる。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度R６年度R５年度事業開始前KP I

（ ＋１3 ０）
１５０

（＋３０）
１2 ０

（＋3 ０）
9 ０

（＋3 ０）
６０

（ ＋２０）
４０

（ ＋２０）
２０目標①プロフェッショナル人

材のマッチング件数
（副業・兼業含む）
（件） （ ＋2 0 4 ）

ー
（ ー）

ー
（ ー）

２６２
（＋７８）

１８４
（ ＋7 3 ）

１１１
（ ＋５３）

５８実績

（ ＋７５０）
９００

（ ＋１５０）
７５０

（ ＋１５０）
６００

（ ＋１５０）
４５０

（＋１５０）
３００

（＋１５０）
１５０目標②プロフェッショナル人

材拠点における相談件
数（件）

（ ＋５４１）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
6 9 9

（ ＋２１０）
4 8 9

（＋１６４）
３２５

（＋１６７）
１５８実績

（ ＋１９）
１９

（ ＋５）
１４

（＋４）
１０

（ ＋４）
６

（ ＋３）
３

（ ＋３）
０目標③デジタル化推進にか

かるプロフェッショナル
人材のマッチング件数
（件） （ ＋２０）

ー
（ ー）

ー
（ ー）

2 5
（ ＋8 ）

1 7
（ ＋８）

９
（ ＋９）

０実績

（ ＋４０）
４０

（＋１５）
２５

（＋１５）
１０

（＋１０）
ー

（ ー）
ー

（ー）
0目標④副業・兼業人材の手

数料等補助金交付件
数（件）

（ ＋１４）
ー

（ ー）
ー

（ ー）
１４

（＋１４）
ー

（ ー）
ー

（ー）
０実績



効果検証シート

【 １ 吉野ヶ里をアウトドアの聖地へ～官民連携による新たな自然体験、交流拠点施設整備【 吉野ヶ里歴史公園】 ( R７年度) 】

日本最大級の弥生時代の集落遺跡を有する吉野ヶ里歴史公園において、日本を代表するアウトドアメ ーカーで
ある株式会社スノーピークとの官民連携事業により 、歴史と自然と人をつなぐ交流拠点施設や、民間投資による
宿泊施設等を整備し、弥生時代の歴史を見るだけでなく実際に体感しキャンプができる唯一無二の公園として
公園の価値を高め、人や物の交流を拡大させ、新しい人の流れをつくる。

事業目的

交流拠点施設を官民連携により 整備し、公園内の周
遊、地元と連携した農林水産物や産品の活用・販売、
地元観光施設等への周遊の促進、さらには、デジタル
技術を活用したリ モートワーク環境やスマートチェック
インゲートの整備により 、公園の価値を向上させ、交流
人口を増加させる。

・交流拠点施設の整備等

事業概要

9 3 1 ,8 1 8 千円
交付対象事

業費

KP I
上段：実績値

下段（）:増加分

累計R１０年度R９年度R８年度R７年度R６年度事業開始前KPI

（＋2 .1 8 ）
2 0

（＋0 .1 5 ）
1 9 .8 5

（ ＋0 .1 6 ）
1 9 .6 9

（＋0 .5 9 ）
1 9 .1

（＋1 .2 0 ）
1 7 .9

（＋０）
1 7 .9 0目標①神埼・吉

野ヶ里エリア
の観光消費
額（億円）

（－）
ー

（ー）
ー

（ー）
ー

（ー）
集計中
（ー）

2 5 .8 6
（＋7 .9 6 ）

1 7 .9 0実績

（＋2 7 .7 ）
9 6 .6

（＋2 ）
9 4 .6

（＋2 ）
9 2 ．6

（＋7 .5 0 ）
8 5 .1

（ ＋1 5 .1 0 ）
７０

（＋０）
7 0目標②吉野ヶ里歴

史公園の入
場者数（万
人）

（▲8 .1 4 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
ー

（ー）
7 8 .3 5

（▲6 .7 5 ）
6 8 .6 1

（▲1 .3 9 ）
7 0実績

【 KP Iの達成状況】
KP I ②、③及び④については令和８年３月１８日に供用開始しており 、供用開始後の期間が短いことから、その効
果については令和７年度の実績値に十分反映されていないものと考えられる。
KP I ①については現在算定中となり 、達成状況は不明。（ 1 0 月頃に数値判明予定）

【 現状・課題・今後の方向性】
令和８年３月に施設が 供用開始したことから、その効果については令和８年度以降に発現されるものと考えられ
る。

現状や課題
（ 阻害要因
の把握・分
析・対応）

累計R１０年度R９年度R８年度R７年度R６年度事業開始前KPI

（＋4 .2 5 ）
4 .2 5

（＋0 .1 9 ）
4 .0 6

（ ＋0 .1 8 ）
3 .8 8

（＋1 .2 9 ）
2 .5 9

（ ＋2 .5 9 ）
0

（＋０）
０目標③宿泊施設

やキャンプ場
フィールドの
宿泊者数（万
人）

（▲2 .5 9 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
ー

（ー）
0

（▲2 .5 9 ）
0    

（＋０）
０実績

（ ＋１０）
１０

（＋2 ）
８

（＋2 ）
６

（＋２）
４

（＋４）
０

（＋０）
0目標④交流拠点

施設における
イベント開催
回数（回）

（▲1 ）
ー

（ー）
ー

（ー）
ー

（ー）
3

（▲1 ）
０

（＋０）
0実績

KP I
上段：実績値

下段（） :増加分

資料２－４



効果検証シート【S AGA教育DXスタートアップ事業( R７年度) 】

佐賀県の教育DXの目指す姿である「 誰もが いつでも どこでも自分らしく学べる佐賀県」 の実現に向けて、
現場の課題を解決するよう な、学びのデジタル化、校務事務のデジタル化、働き方改革に係るシステムやツー
ルを県立学校に導入することで、I CTの更なる活用と個別最適な学びの実現を目指す。

事業目的

クラウド型授業支援ソフト、デジタル採点支援システムを県立学校に導入し、
ICTの更なる活用と個別最適な学びの実現を目指す。
・クラウド型授業支援ソフトは、校外（ 別校舎や自宅等） からも校内と同じよう な
学びの提供を可能とする。
・デジタル採点支援システムは、教職員の採点時間を削減し、生み出した時間
を生徒と接する時間などの有効活用につながるばかりか、分析データを生徒
自ら確認し、自分の状況を主体的に把握し学習に活用することも可能となる。
・新たなツール等を的確に展開するため、操作研修や問い合わせ対応などサ
ポート環境を提供する。

事業概要

4 8 ,6 5 6 千円交付対象事業費

KP I

累計R９年度R８年度R７年度事業
開始前

KPI

（＋６０）
６０

（＋１０）
５０

（＋１０）
４０

（＋４０）
0目標①クラウド型授業支援ソフトを活用した授業

実施割合

（＋４５．７）
ーー４５．７

（＋４５．７）
0実績

効果検証シート【S AGA教育DXスタートアップ事業( R７年度) 】

KP I

【KP Iの達成状況】
・KPI①から④まで全ての指標において目標値を達成した。

【現状・課題・今後の方向性】
・令和７年度は、クラウド型授業支援ソフト及びデジタル採点支援システムの本格的な活用を推進し、各KPIにおいて目標を達
成するなど、県立学校における教育DXの着実な進展が見られた。特に、授業でのICT活用の促進や採点業務の効率化が図ら
れ、教職員の負担軽減と生徒の学習理解の向上につながった。一方で、ICT活用の更なる定着や効果的な活用のためには、教
職員のスキル向上や継続的な支援が必要である。今後も、サポートサイトやヘルプデスクによる支援体制を維持するとともに、
研修会の実施や学校への周知を継続し、ICTを活用した授業改善及び校務効率化を一層推進していく。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（ ＋６）
６

（＋１）
５

（＋１）
４

（ ＋４）
0目標②デジタル採点支援システムの利用実績

（＋４．４）
ーー４．４

（＋４．４）
0実績

（ ＋４）
４

（＋０．５）
３．５

（＋０．５）
３

（ ＋３）
0目標③生徒の授業の理解度

（ ＋４．０２）
ーー４．０２

（＋４．０２）
0実績

（＋７０）
７０

（＋１０）
６０

（＋１０）
5 0

（＋５０）
0目標④テスト採点に係る時間の短縮

（＋５７）
ーー５７

（＋５７）
0実績

資料２－５



効果検証シート【さがすたいるデジタル教材制作及び利活用事業( R７年度) 】

高齢者や障がい者の社会参加、男女共同参画社会の推進、外国人の増加など多様性が増してきている中で、
ハード（ 設備） とハート（ 人的サポート） のバリ アフリ ーが広まっていない状況である。誰もが暮らしやすいまち
づくり を行う ためには、県民一人一人が互いに理解を深めていくことが必要であり 、みんながしぜんに支え合
い心地よく過ごせる、佐賀らしいやさしさのカタチ「 さがすたいる」 を広めている。
「 さがすたいる」 を広めるため、当事者である講師が学校を訪問し、講話等を行う 「 出前講座」 を実施してい
るが、「 出前講座」 を実施できない学校の子どもたちへは普及ができない状況である。さがすたいるデジタル
教材を制作し、学校現場での利活用を進めることで、より 多くのこどもたちの「 さがすたいる」 に対する理解が
進み、自発的な行動が増えていくことで、誰もが 暮らしやすいまちの実現を目指す。

事業目的

【さがすたいるデジタル教材の提供】
・ 佐賀県内の小学校において、小学校の教員が、電子黒板等で「 さがすたい
る」の想いや心のバリアフリ ーについて、統一的に説明できる教材や、学習の参
考となる動画コンテンツ等を活用しながら、授業を実施できるサービスの提供
・ 佐賀県内の小学校において、こどもたちが一人一台端末で、「 さがすたい
る」や心のバリ アフリ ーについて、統一的に知ることができる教材や、学習の参
考となる動画コンテンツ等の視聴をすることができるサービスの提供

事業概要

5 ,2 8 0 千円交付対象事業費

効果検証シート【さがすたいるデジタル教材制作及び利活用事業( R７年度) 】

KP I

【KP Iの達成状況】
・KPI①から③まで全ての指標において目標値を達成した。

【現状・課題・今後の方向性】

・令和７年度は、学校現場で活用しやすい「さがすたいる教材」の作成・普及に取り組み、教材活用校数や授業実施数、児童の
理解度に関するKPIを達成した。教材は現場教員を含む作成委員会で検討を重ね、学校の実情に応じて活用できる構成とし
たほか、学校への積極的な働きかけを行った。また、授業視察や教員へのヒ アリング等を通じて効果を検証した。今後は、活用
後の意見やアンケート結果を踏まえて教材の改善を進めるとともに、活用事例や効果を発信し、さらなる普及と活用促進を図る。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（＋１２０）
１２０

（＋６０）
６０

（＋５５）
５

（ ＋５）
0目標①デジタル教材の活用学校数

（ ＋５）
ーー５

（ ＋５）
0実績

（＋９００）
９００

（＋６００）
３００

（＋２９０）
１０

（＋１０）
0目標②デジタル教材を活用した授業回数

（＋５０）
ーー５０

（＋５０）
0実績

（＋７０）
７０

（＋１０）
６０

（＋１０）
5 0

（＋５０）
0目標③さがすたいるの理解度

（＋６０）
ーー６０

（＋６０）
0実績



効果検証シート【森林関連情報公開システム構築事業( R７年度) 】

県で管理している森林関連情報（ 森林簿、森林計画図、リ モートセンシングデータ等） は、森林所有者等が森
林施業等を行う ために重要な情報であり 、これらの情報は、森林所有者等からの申請により 、都度情報提供
している。他県ではHP 等で情報公開している例もあり 、本県においても、情報の県HP上での公開を進め、森
林所有者等の申請作業に係る負担を軽減するとともに、利用者の利便性向上に繋げる。

事業目的

【 森林関連情報公開サービス】
＜概要＞
森林関連情報を入手する際に、現在は申請を必要としているが、HPを閲覧す
ることで迅速に情報を入手できるよう になる
自分の森林が何処に、どんな種類の樹木（林齢、樹種） が、どれだけ（面積）保
有しているのか容易に把握できることで、自分の森林へ足を運ぶきっけづくりと
なり、森林の状況（ 荒廃状況） を知ることで森林施業等への次のステップへ早
く進むことができる（ 森林施業の促進）

＜公開データ＞
森林簿（個人情報除く）
森林計画図
航空写真
リモートセンシング情報

事業概要

2 ,2 1 1 千円交付対象事業費

効果検証シート【森林関連情報公開システム構築事業( R７年度) 】

KP I

【KP Iの達成状況】
・KPI①～③はいずれも未達成となった。令和８年３月から運用を開始し、県HPや関係団体を通じた周知を行ったが、運用期間
が１か月と短く、十分な認知拡大や利用促進に至らなかった。

【現状・課題・今後の方向性】

・令和７年度は、森林関連情報を効率的に取得・活用できるシステムを整備し、令和８年３月から運用を開始した。運用開始に
あわせて県HPでの広報や、市町、森林組合、税理士関係団体への周知を実施したが、運用期間が短かったことから利用者へ
の浸透が十分に進まず、各KPIは未達成となった。今後は、県、市町、森林林業関係団体等が参加する会議での周知に加え、不
動産関係団体など森林情報の活用が見込まれる幅広い関係者にもチラシ配布等を行い、認知度向上と利用促進を図ることで、
KPIの達成を目指す。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（＋3 ,0 0 0 ）
3 ,0 0 0

（＋1 ,5 0 0 ）
1 ,5 0 0

（＋1 ,0 0 0 ）
５００

（ ＋５００）
0目標①森林関連情報公開システムの閲覧数

（＋４３５）
ーー４３５

（ ＋４３５）
0実績

（▲７５）
７５

（▲３０）
１０５

（▲３０）
１３５

（▲１５）
0目標②森林関連情報提供の申請件数

（ ＋２１）
ーー１７１

（+ ２１）
１５０実績

（＋３５２）
1 ,5 0 0

（＋２００）
1 ,3 0 0

（＋１５２）
1 ,1 4 8
（±０）

0目標③森林関連情報を利用した森林整備面積

（▲６７）
ーー1 ,0 8 1

（▲６７）
1 ,1 4 8実績



効果検証シート【地盤沈下観測情報リアルタイム提供サービス( R７年度) 】

佐賀平野は地盤沈下が 発生しやすい地域であるが、地盤沈下は建築物の破損等の原因と なるため、地盤沈
下防止のためモニタリ ングを行っている。現在の方式の大半は設置場所に行かないとデータを確認できず、
かつデータのとり まとめに時間を要し、県民のすぐに知りたいという ニーズに応えることができていない。そこ
で、モニタリ ングデータをクラウド一括管理することで、迅速なデータ取得・集計やデータ公開を実現し、県民
の不安の解消を図る。

事業目的

【 地盤沈下観測情報リ アルタイム提供サービス】

地盤沈下・地下水位モニタリ ングデータをクラウドシステムにより集計し、県の
ホームページ上で公開することで、リ アルタイムでの閲覧が可能となる。

データをクラウドで一括管理することで、地盤沈下対策に役立つデータを迅速
に活用することが可能になる。

事業概要

1 4 ,4 3 7 千円交付対象事業費

KP I

累計R９年度R８年度R７年度事業
開始前

KPI

（＋３６５）
３６５

（＋１８５）
１８０

（＋１７０）
1 0

（＋１０）
0目標①掲載ウェブサイトへのアクセス累計数

（＋１２３）
ーー１２３

（＋１２３）
0実績

効果検証シート【地盤沈下観測情報リアルタイム提供サービス( R７年度) 】

KP I

【KP Iの達成状況】
・KPI①から③まで全ての指標において目標値を達成した。

【現状・課題・今後の方向性】
・令和７年度は、これまで公文書開示請求等でしか確認できなかった地盤沈下情報を、インターネット上でリアルタイムに閲覧で
きるシステムを整備した。システム構築にあたっては、他県事例の調査や庁内関係者へのヒ アリングを行い、利用者ニーズを踏
まえた機能の充実を図った。また、関係者への周知を実施した結果、各KPIを達成した。一方で、本システムの存在や活用方法
が十分に認知されていない利用者層もあると考えられるため、今後は情報を必要とする関係者へのさらなる周知を進めるととも
に、利用者アンケート等により意見を把握し、利便性向上や利用促進につなげていく。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（ ＋３）
３

（＋０．５）
２．５

（＋１）
１．５

（＋１．５）
0目標②ウェブサイト閲覧者の満足度

（ ＋４）
ーー４

（ ＋４）
0実績

（▲８）
２

（▲３）
５

（ ▲５）
０

（ ±０）
0目標③データ確認及び開示にかかる問い合わ

せの減少数

（ ±０）
ーー０

（ ±０）
１０実績



効果検証シート【健康アプリ導入支援事業( R７年度) 】

佐賀県は糖尿病・糖尿病予備群の割合が全国ワースト1 位などの健康課題の要因と なっている生活習慣の
改善が必要となっている。県民のさらなる健康を目指し、県民が取り 組む健康づくり 活動を推進するため、健
康づくり 支援アプリ 「 S AGATOCO」 を運用している。新たに市町が 運営する行政アプリ 内に「 S AGATOCO」
を実装させることで、県内市町のデジタルを活用した取り 組みの促進や県民の健康行動の習慣化をより 加速
させる。

事業目的

【 市町行政アプリ への健康アプリ 実装支援】

・市町行政アプリ 内に健康アプリ 実装。
・市町行政アプリ のプッシュ配信機能により 市民に対し
てS AGATOCOアプリ 活用の周知を行う 。

事業概要

5 ,9 4 0 千円交付対象事業費

KP I

累計R９年度R８年度R７年度事業
開始前

KPI

（＋7 ,9 9 3 ）
2 4 ,4 0 0

（ ＋2 ,6 7 0 ）
2 1 ,7 3 0

（＋2 ,7 3 0 ）
1 9 ,0 0 0

（ ＋2 ,5 9 3 ）
0目標①アプリのダウンロード累計数

（▲２５）
ーー1 6 ,3 8 2

（▲2 5 ）
1 6 ,4 0 7実績

効果検証シート【健康アプリ導入支援事業( R７年度) 】

KP I

【KP Iの達成状況】
・KPI①は未達成。
・KPI②及び③は、データ集計やアンケート実施時期の関係から未計測。（令和８年9 月ごろ実施予定）

【現状・課題・今後の方向性】

・令和７年度に、佐賀市、武雄市、神埼市のスーパーアプリへS AGATOCOサービスを実装し、住民が身近なアプリから利用で
きる環境を整備した。
・サービス実装日が令和8 年３月2 5 日と年度末であったため、評価期間までの運用期間が短く、利用実績の蓄積や十分な効
果検証を行う ことができなかった。その結果、ダウンロ ード数が目標に達しなかったほか、一部KPIは未計測となった。利用拡大
に向けた周知・広報の強化と、継続的なデータ取得・評価体制の構築が課題となっている。
・３市と連携した周知・広報を強化するとともに、アンケート機能等を活用した効果検証を行い、利用拡大とサービス改善を進め
る。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（ ＋７）
４６

（＋３）
４３

（＋３）
４０

（ ＋１）
0目標②健康行動が習慣化した参加者の割合

未計測ーー未計測３９実績

（＋３．３）
３．３

（＋０．３）
３

（＋０．３）
２．７

（＋２．７）
0目標③新たに実装された自治体の利用者満足

度

未計測ーー未計測0実績



効果検証シート【個人番号スマート申請推進事業( R７年度) 】

県が行う マイナンバー事務においては、すべての業務で紙にマイナンバーを記載し収集する運用がされてい
ることから、県民は窓口への来庁や郵送等の手間を負っています。住民等が自身のスマートフォンでマイナン
バーを送達することで、住民の書類の記入や移動の手間を軽減し、より 安全かつ確実にマイナンバーの登録
等を行う 仕組みを構築し、住民が安心してマイナンバー制度を利用できる環境を実現します。

事業目的

【 マイナンバー提出のオンライン化】
県の3 5 の個人番号利用事務（ 年間約3 万件）等において、現在の紙によるマ
イナンバー提出を見直し、マイナンバーカードからマイナンバーをデジタルな方
法で読み取り提出する環境を整備する。

【 佐賀県での個人番号利用事務例（ 抜粋） 】 ※～2 0 2 4 .7 の年間実績
・高等学校就学支援金の支給 年1 5 千件
・障害者手帳の交付 年4 千件
・障害者の自立支援給付 年3 千件
・難病や小慢疾患の給付 年3 千件
・生活保護の決定及び実施 年5 百件
・児童扶養手当の支給 年4 百件
・公営住宅の管理 年2 百件
・育英資金貸与 年2 百件

事業概要

1 1 0 千円交付対象事業費

KP I

累計R９年度R８年度R７年度事業
開始前

KPI

（＋6
）

6
（＋2 ）

4
（＋2 ）

2
（＋2 ）

0目標①オンライン提出の環境を整備した事務手
続の総数

（＋２）
ーー2

（+ ２）
0実績

効果検証シート【個人番号スマート申請推進事業( R７年度) 】

KP I

【KP Iの達成状況】
・KPI①及び②の指標において目標値を達成した。

【現状・課題・今後の方向性】
・令和７年度は、マイナンバー提出手続のオンライン化を推進し、関係部署との調整や運用整理を行うとともに、利用者が手続し
やすいよう 認証手順や入力方法の改善に取り組んだ。一方で、利用実績やアンケート回答数はまだ少なく、利用者ニーズの把
握が十分ではない。また、マイナンバーを提出する場面ではマイナンバー以外の情報や診断書等の提出書類も必要になる事務
が多く、県民の利便性のためにはマイナンバー以外も合わせてオンライン化を進める必要があると感じた。今後は、利用者の意
見を収集・分析しながら機能や案内内容の改善を進め、さらなる利便性向上と利用拡大を図る。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（＋７０）
７０

（＋１０）
６０

（＋１０）
５０

（＋５０）
0目標②オンラインで手続を行った申請者の満足

度

（＋１００）
ーー１００

（＋１００）
0実績



効果検証シート【「防災ネットあんあん」ウェブサイトの多言語化( R７年度) 】

佐賀県には約9 ,5 0 0 人の外国人が県内に在留しており 、その人数は年々増加傾向にある。佐賀県では、「 防
災ネットあんあん」 という スマートフォンアプリ 及びウェブサイトで、県内の防災情報等を県民向けに提供して
いるが、ウェブサイトは現在、日本語表記しか対応していない。そのため、日本語に不慣れな外国人の方々が
迅速に防災情報を取得することが できるよう 、「 防災ネットあんあん」 のウェブサイトを多言語対応する。

事業目的

【 防災ネットあんあんウェブサイトの多言語化事業】
「 防災ネットあんあん」 のウェブサイト改修

多言語（下記参照） 表記の制作

1 .やさしい日本語 2 .英語
3 .中国語（ 簡体） 4 .中国語（ 繁体）
5 .韓国語 6 .ベトナム語
7 .タガロ グ語 8 .ネパール語
9 .インドネシア語 1 0 .ミ ャンマー語

事業概要

９６８千円交付対象事業費

KP I

累計R９年度R８年度R７年度事業
開始前

KPI

（ ＋5 0 ,7 0 0 ）
1 4 5 ,7 0 0

（ ＋1 ,6 0 0 ）
1 4 4 ,1 0 0

（ ＋1 ,6 0 0 ）
1 4 2 ,5 0 0

（ ＋4 7 ,5 0 0 ）
9 5 ,0 0 0目標①「防災ネットあんあん」ウェブサイトの閲覧

数

（ ＋1 ,5 9 5 ,3 4 9 ）
ーー1 ,6 9 0 ,3 4 9

（ ＋1 ,5 9 5 ,3 4 9 ）
9 5 ,0 0 0実績

効果検証シート【「防災ネットあんあん」ウェブサイトの多言語化( R７年度) 】

KP I

【KP Iの達成状況】
・KPI①及び②の指標において目標値を達成した。

【現状・課題・今後の方向性】
・令和７年度は、多言語による防災情報提供サービスについて、防災ネットあんあんや県ホームページ、国際交流イベント等を通
じた周知を行い、KPIを達成した。また、誤翻訳の報告を受け付ける仕組みを設けるとともに、利用者からの問い合わせに迅速
に対応し、翻訳精度や利便性の向上に努めた。今後は、防災イベントや外国人向け講習会での周知を継続するとともに、紹介チ
ラシの更新や機能改善を行う。また、利用者からの意見や要望を積極的に収集し、サービスのさらなる利便性向上と利用拡大
につなげていく。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（+ １）
２

（▲１）
３

（▲１）
４

（＋３）
1目標②住民からの問い合わせ件数

（〇件以内）

（±０）
ーー１

（±０）
１実績



効果検証シート【S AGAデータ連携まちづくりプロジェクト( R７年度) 】

県下で行政サービスのデジタル化は進んでいるが、データの活用は各市町の中で限定的で、市町間で連携
が進んでいない現状がある。県市町が統一方針で設計したデータ連携基盤を導入することで、自治体間の
垣根を越えデータ活用ができるよう になり 、災害対応の強化や観光振興が期待できる。本事業では、県内全
体のデータの流通、連携を促進させるため、データ連携基盤を共同利用する仕組みを県が作り 、基盤を活用
したサービスを市町が実装することで、県民のWe ll-B e in g 向上を推進する。

事業目的

【データ連携基盤共同利用事業】
佐賀市が保有するデータ連携基盤を佐賀県・佐賀
市・神埼市で共同利用する仕組みをつくり、防災・
観光分野等の広域データ連携サービスを実装する

事業概要

4 8 2 ,1 6 9 千円（ うち、県事業費1 5 ,0 0 0 千円）交付対象事業費

KPI

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（＋5 ）
5320目標① 基盤を共同利用する自治体の数

（＋２）
ーー2

（＋２）
0実績

（ ＋1 3 ）
1 31 070② 基盤を活用したデータカテゴリーの延べ

総数

7
（＋7 ）

ーー7
（＋7 ）

0

効果検証シート【S AGAデータ連携まちづくりプロジェクト( R７年度) 】

KP I

【KP Iの達成状況】
・KPI①及び②は目標を達成した。
・KPI③については、令和８年７月～8 月にアンケートを実施しており現在集計中であるため、現時点では未計測となっている。
（令和8 年1 0 月頃に数値判明予定）

【現状・課題・今後の方向性】
・令和７年度は、県がデータ連携基盤の共同利用環境を構築し、佐賀市及び神埼市においてスーパーアプリを活用したサービ
スを実装した。
・一方で、基盤活用はスーパーアプリを保有する自治体に偏っているため、今後は多様なサービスモデルの構築や試行環境の
整備、サービスの横展開を進め、共同利用自治体及び連携データの拡大を図る。

現状や課題
（ 阻害要因の把
握・分析・対応）

累計R９年度R８年度R７年度事業開始前KPI

（＋8 0 ）
８０７５７０―目標③ 基盤を活用したサービスの満足度

（未計測）
ーー（未計測）―実績



効果検証シート【アバンセ施設予約システム導入事業( R６年度) 】

アバンセ（ 男女共同参画センター及び生涯学習センター） の利用申込は電話で仮予約したのち、申請書の提
出（ メ ール・郵送可） により 行っている。施設の空き状況がリ アルタイムで確認できず、利用者は開館時間中に
電話により 空き状況の確認と仮予約を行ったのち、申請書を作成・提出する必要が あり 、大きな負担となって
いる。このため、インターネットによる公共施設予約システムを導入し、スマートフォン等により 「 いつでもどこで
も」 予約できるよう にすることで利用者の利便性の向上を図る。

事業目的

【 施設予約システムの導入】

・利用者がパソコンやスマートフォンからインターネットを利用して、アバンセの

空き状況の確認や予約、利用許可証や領収証などを受け取れるサービスの提

供。

事業概要

１，１４４千円交付対象事業費

KP I

累計R８年度R７年度R６年度事業
開始前

KPI

（＋1 5 .0 ）
1 5 .0

（＋2 .5 ）
1 2 .5

（＋2 .5 ）
1 0 .0

（＋1 0 .0 ）
0目標①予約システム使用率（％）

（＋９．９）
ー９．９

（＋７．０４）
2 .8 6

（＋2 .8 6 ）
0実績

効果検証シート【アバンセ施設予約システム導入事業( R６年度) 】

KP I

累計R８年度R７年度R６年度事業開始前KPI

（＋7 5 ）
7 5

（＋7 ）
6 8

（＋8 ）
6 0

（＋6 0 ）
0目標②アカウント登録件数（件）

（＋２０６）
ー２０６

（+ １６２）
4 4

（+ 4 4 ）
0実績

（＋3 .5 ）
3 .5

（＋0 .5 ）
3 .0

（＋0 .5 ）
2 .5

（＋2 .5 ）
０目標③予約システム利用者満足度（ポイント）

（＋３．２６４）
ー３．２６４

（▲０．１３６）
3 .4

（+ 3 .4 ）
０実績



効果検証シート【スカイパトロール監視事業( R６年度) 】

通常の地上からの監視では、産業廃棄物最終処分場の全体像や廃棄物の不法投棄、野外焼却等の不適正
処理状況の把握は難しいことから、監視用ドロ ーンとデータ解析用パソコンを使用し、適宜、広域的な監視を
実施することで、廃棄物の不適正処理事案の発生抑制及び初期段階での解決を図り 、快適な生活環境の維
持・保全を目指す。

事業目的

【 ドローン撮影体制構築】

・県内の最終処分場（ 2 8 か所）において、ドローン撮影を行い、解析用パソコン

で画像解析を行う ことで、不適切な埋立処分がなされていないか確認する。

・ドロ ーン解析データを業者が毎年度提出する産業廃棄物処分実績報告書等

と突合することで、届出内容に虚偽がないか確認する。

・不適正な埋立処分が確認された場合の業者が実施する改善措置の進捗状

況について、ドロ ーン撮影により確認する。

事業概要

２，４８３千円交付対象事業費

KP I

累計R８年度R７年度R６年度事業
開始前

KPI

（ ＋2 8 ）
2 8

（±0 ）
2 8

（±0 ）
2 8

（＋2 8 ）
0目標①ドローンを活用した最終処分場への立入

検査回数（回）

（ ＋４１）
ー４１

（＋７）
3 4

（＋3 4 ）
0実績

効果検証シート【スカイパトロール監視事業( R６年度) 】

KP I

累計R８年度R７年度R６年度事業開始前KPI

（＋8 ）
8

（＋2 ）
6

（＋2 ）
4

（＋4 ）
0目標②ドローン操縦者の増加（人）

（＋９）
ー９

（▲１）
1 0

（+ 1 0 ）
0実績

（▲２）
０

（ ▲1 ）
1

（▲1 ）
2

（±0 ）
０目標③重点監視する最終処分場の数（件）

（▲１）
ー１

（▲１）
2

（±０）
２実績



効果検証シート【建設DX加速化事業費補助事業( R６年度) 】

ＩＣＴ機器等を導入する県内建設業者等に対して必要経費の一部を補助することにより 、建設ＤＸを加速し技
術力・生産性向上を通じて労働力不足の改善、処遇改善や魅力向上を図る。また、補助を受ける企業に対し
て従業員の賃金引上げを条件とすることから、業界のイメ ージ向上及び新規入職の増加や離職防止への効
果も期待している。

事業目的

【 ＩＣＴ機器等を購入する業者に対する補助】

・対象事業者

県内に主たる事業所を有し、佐賀県建設工事等入札参加資格を有する建設業

者及びコンサルタント

・対象経費

ＩＣＴ機器等の購入に要する経費

・補助率

2 /3 以内

・補助上限額

ＩＣＴ建設機械（ 後付け機器含む） ：3 ,0 0 0 千円

３次元測量機器（ ドローン含む） ：2 ,0 0 0 千円

・事業規模

4 0 ,0 0 0 千円

（ ＠3 ,0 0 0 千円×1 0 件、2 ,0 0 0 千円×5 件）

・補助要件

賃金引上げ

事業概要

４０,０００千円交付対象事業費

効果検証シート【建設DX加速化事業費補助事業( R６年度) 】

KP I

累計R８年度R７年度R６年度事業開始前KPI

（＋８０）
8 ０

（ ＋１０）
７０

（＋１０）
６０

（＋６０）
0目標①県発注工事におけるICT活用工事件数

（件）

（+ 6 3 ）
ー未計測6 3

（+ 6 3 ）
0実績

（+ 2 .0 ）
2 .0

（+ 0 .2 5 ）
1 .7 5

（+ 0 .2 5 ）
１．５

（＋1 .5 ）
０目標②ICT活用工事による延べ作業期間削減

率（％）

（+ 1 .1 ）
ー未計測1 .1

（+ 1 .1 ）
０実績



効果検証シート【S AGAキャッシュレスチャレンジ事業( R６年度) 】

インバウンドをはじめキャッシュレスのニーズが一層高まる中、本県ではキャッシュレスの普及が 伸び悩んでお
り、事業者にとっては機会損失や生産性の低下等、消費者にと っては利便性の低下等を招いている。
今回、県内の金融機関チームと連携し、キャッシュレス推進体制を構築することで、県内のキャッシュレス化を
推進し、消費者の利便性向上とともに事業者のインバウンド需要の取込みや業務効率化につなげる。

事業目的

【金融機関チームとの推進体制の構築】
・ 事業者への経営面でのメリ ットの説明を金融機関職員が実施
・ 入金サイクルの短縮化が可能
・ 取扱いのブランドが豊富
など、普及の課題を金融機関と連携することで解決。

【キャッシュレス端末機の導入補助】
端末機の導入にかかる初期費用の一部を補助。事業者の負担を軽減し、キャッ
シュレス化を加速化させる。
・ 導入にかかる初期費用を補助
・ 県内1 ,2 0 0 店舗が対象
・ 申請事業者へステッカーを交付し事業を促進

事業概要

２８，６４８千円交付対象事業費

KP I

累計R８年度R７年度R６年度事業
開始前

KPI

（ ＋５，０００）
５，０００

（＋２，０００）
３，０００

（＋１，８００）
１，２００

（＋１，２００）
0目

標
①キャッシュレス端末機を導入した店数（店
舗・事業所）

（＋3 ,2 9 6 ）
ー3 ,2 9 6

（＋2 ,2 8 0 ）
１，０１６

（＋１，０１６）
0実

績

キャッシュレス
決済利用

効果検証シート【S AGAキャッシュレスチャレンジ事業( R６年度) 】

KP I

累計R８年度R７年度R６年度事業開始前KPI

（＋１００）
１００
（０）

１００
（０）

１００
（ ＋１００）

0目標②キャッシュレス端末機導入後の端末継続
利用率（％）

（＋１００）
ー１００

（+ １）
９９

（+ ９９）
0実績

（＋４５）
４５

（＋１０）
3 ５

（＋１０）
2 ５

（＋２５）
０目標③キャッシュレス端末機導入後のキャッシュ

レス決済利用率（％）

（＋１６）
ー１６

（±０）
１６

（+ １６）
０実績

（＋５５）
５５

（＋１０）
４５

（＋１０）
３５

（＋３５）
０目標④決済種類の拡充を行った店舗における

キャッシュレス決済利用率（ ％）

（＋２４）
ー２６

（＋２）
２４

（＋２４）
０実績

（＋７）
７

（＋１）
６

（＋６）
未設定０目標⑤キャッシュレス端末機を導入した加盟店

の満足度（割）

（＋８）
ー８

（＋８）
測定無０実績

（＋７）
７

（＋１）
６

（＋６）
未設定０目標⑥決済種類の拡充を行った店舗の満足度

（割）

（＋９）
ー９

（＋９）
測定無０実績



効果検証シート【 S AGAスマート漁業実装支援プロジェクト( R６年度) 】

本県の漁業を取り 巻く環境は、漁業就業者の高 齢化や後継者不足 、燃料高騰による収益率の減少など厳し
さを増している。特に主産業が漁業である離島ではその影響が大きい。そこで、水中ドロ ーンなどのデジタル
技術を活用 したスマート漁業の実装により 、漁場の効率的な再生に向けた取り 組みや軽労化等を通じた生 産
性向上を図り 、魅力ある稼げる漁業を推進する。

事業目的

【水中ドロ ーンの先端技術の導入 支 援】

佐賀の地域課題をスマート技術を活用して解決するために佐賀県、唐津市、佐賀大学、九州電

力での産学官連携で結成しているコンソーシアムにおいて、漁業者に対し漁獲量を向上させる

ためのデジタル実装サービスに取り組む。

・ドロ ーン及び水中ドローンを使用した水産資源把握

現状漁業者が海に入って魚介類の育成状況などの水産資源の把握をしていたが、高齢化と

体力的な問題で継続することが困難である悩みを空飛ぶドロ ーンのレーザー解析による海底形

状の３Dデータを作成し、定置網の設置場所の見直しを行ったり、水中ドローンで海中を撮影し、

水産資源生息状況をマッピング化することでガンガゼ駆除等の効率化を図る。

・漁業用 水中ドロ ーンの導入 支 援・操縦技術取得支援

漁業者自身で漁場の資源把握を行うことができるようにするために、

可搬型水中ドロ ーンの購入費用の補助や、操縦訓練等を行い技術習得の支援を行う 。

・藻場再生のための植藻サービス

漁場の藻場再生のために、藻の種を付着させたリサイクルマテリ アルにを海中に沈め育成し、

藻の育成上状況把握のために水中ドロ ーンによる近海の遠隔監視技術サービスや

カメラや溶存酸素濃度計を用いた藻場の現存量だけでなく海洋生態系全体のCO2 削減

効果の科学的データを計測することで、効果検証を図り、継続した取り 組みにつなげる。

事業概要

８，４５９千円交付対象事業費

効果検証シート【 S AGAスマート漁業実装支援プロジェクト( R６年度) 】

KP I

累計R８年度R７年度R６年度事業開始前KPI

（＋３）
３

（＋１）
２

（＋１）
1

（ ＋１）
0目標①漁業用水中ドローンの配備総数（台）

（＋１）
ー１

（±０）
１

（ ＋１）
0実績

（＋６）
６

（＋２）
４

（＋２）
２

（ ＋２）
0目標②水中ドローン操縦技術講習受講者数

（ 人）

（±０）
ー０

（▲１０）
１０

（＋１０）
0実績

（ ＋０．７５）
０．７５

（ ＋０．２５）
０．５０

（ ＋０．２５）
０．２５

（＋０．２５）
0目標③藻場再生の取組面積数（ha ）

（ ＋０．２５）
ー０．２５

（±０）
０．２５

（＋０．２５）
0実績

（▲３）
４

（▲２）
６

（▲１）
７

（ ±０）
０目標④唐津市離島の生産年齢人口の減少率

（ ％）

（▲２）
ー５

（▲２）
７

（ ±０）
７実績

（▲４）
１０

（▲２）
１２

（▲２）
１４

（ ±０）
０目標⑤玄海漁業魚市場の水揚げ量（ウニ・アワ

ビ・サザエ）の前年度比減少率（ ％）

（＋６）
ー２０

（+ ８）
１２

（▲２）
1 4実績



効果検証シート【サガンスギの森林1 0 0 年構想事業( R５年度) 】

成長が早く、強度があり、花粉が少ないサガンスギに対する森林所有者等の要望が 高まる中、早期にサガン
スギ苗木を普及させ、サガンスギの森林を増やし、1 0 0 年で県内スギ林のすべてをサガンスギにする。
サガンスギの森林を増やしていくためには、収穫時期を迎えた森林の伐採を促進する必要が あり 、林業経営
支援システムを開発し、森林所有者などへ伐採意欲を促すための働きかけを行う 。

事業目的

【 林業経営支援サービス】
・森林所有者が手軽に使える森林の収支を算定
・森林所有者の伐採意欲の向上
・サガンスギによる低コスト植林の推進

【 林業経営支援システム】
・伐採によって得られる収入の算出
・伐採に要する経費の算出
・伐採後の植林に要する経費の算出
・植林後の下草刈りなどの管理に要する経費の算出

事業概要

９，９９９千円交付対象事業費

KP I

累計R7 年度R6 年度R5 年度事業
開始前

KPI

（＋２１０）
２１０

（＋１０）
２００

（＋１８０）
２０

（＋２０）
0目標①林業経営支援システムの利用者数（ 閲覧

数）

（＋５４）
５４

（＋１１）
４３

（＋3 2 ）
１１

（＋１１）
0実績

効果検証シート【サガンスギの森林1 0 0 年構想事業( R５年度) 】

KP I

累計R7 年度R6 年度R5 年度事業開始前KPI

（＋２７）
２７

（＋３）
２４

（＋２１）
3

（＋３）
0目標②システムを利用してサガンスギを植林し

た面積（ha /年）

（＋４５）
４５

（ ＋２８）
1 7

（＋1 4 ）
３

（＋３）
0実績



効果検証シート【 S S Pスポーツ科学大学連携設備整備費補助( R５年度) 】

国立スポーツ科学センター（ Ｊ ＩＳＳ） 及びその連携施設と同等のクオリ ティを持ったフィットネスチェック体制及
び個別競技科学的サポート体制を構築することで、佐賀県にいながら国内のトップアスリ ートとデータ比較す
ることができるよう になり、効率よくアスリ ート、特にジュニア世代の身体能力の底上げにつなが る。

事業目的

【フィットネスチェック体制の構築】
・身体組成
・筋力・筋パワー
・運動能力
・エネルギー産生能力
以上の項目を測定し、国内トップアスリートのデータと比較するこ
とで、身体能力の底上げを図る

【競技別科学的サポート体制構築】
運動の基礎である走・投・跳を科学的に分析し、トレーニングに生
かすことで、競技力向上を図るため以下の項目を測定
・接地時間及びストライド、ピッチ測定
・疾走速度の測定
・疾走フォームの測定
・最大酸素摂取量の測定
・無酸素持久力の測定

事業概要

７６，２２１千円交付対象事業費

KP I

累計R7 年度R6 年度R5 年度事業
開始前

KPI

（＋７００）
７００

（＋１００）
６００

（＋１００）
５００

（ ＋５００）
0目標①フィットネスチェックを行った参加者数（人/

年）

（＋３６５）
３６５

（ ＋８８）
2 7 7

（＋8 1 ）
１９６

（ ＋１９６）
0実績

効果検証シート【 S S Pスポーツ科学大学連携設備整備費補助( R５年度) 】

KP I

累計R7 年度R6 年度R5 年度事業
開始前

KPI

（＋７００）
７００

（＋１００）
６００

（＋１００）
５００

（＋５００）
0目標②競技別科学的サポートを受けた選手数

（ 人/年）

（＋3 0 5 ）
3 0 5
（０）

3 0 5
（＋1 0 7 ）

１９８
（＋１９８）

0実績

（＋３）
３

（＋１）
２

（ ＋１）
１

（＋１）
０目標③トレーニング/運動の変化項目数（項目）

（+ １）
未計測１

（▲１）
2

（+ 2 ）
０実績

（＋８０）
８０

（＋１０）
７０

（＋１０）
6 0

（＋６０）
0目標④フィットネスチェック測定アスリートの満足

度（% ）

（＋８0 ）
8 0

（０）
8 0

（▲7 ）
8 7

（＋８７）
0実績

（＋８０）
８０

（＋１０）
７０

（＋１０）
6 0

（＋６０）
0目標⑤競技別科学的サポートを受けたアスリート

の満足度（% ）

（＋８0 ）
8 0

（０）
8 0

（▲７）
8 7

（＋８７）
0実績



効果検証シート【施設園芸DX推進プロジェクト( R５年度) 】

佐賀県では、施設園芸（ 主にキュウリ ） において、温度や湿度、日射量などの環境データを計測し、生産に活
かされているが、その活用範囲は施設ごと、農家ごと など限定的である。本事業において、これらの環境デー
タをクラウド上に集約して地域全体で共有するとともに、集約された環境データの分析結果に基づく栽培管
理や営農指導を支援するクラウド型営農支援システムを完成させる。また、このシステムを県内の施設園芸農
家及び指導機関に実装するとともに、環境データの分析結果を活用して営農指導を行う 人材育成や指導体
制の整備を合わせて行う こと で、施設園芸の生産性・収益性を向上させる。

事業目的

【 クラウド型営農支援システム】
・農家圃場に設置されているICT機器が経時的に取得する環境データや生育
データをクラウド上に集約し、農家間で共有できるプラットフォームを提供
・システム内のBIツールにより、複数の圃場で収集した環境データの比較分析
や、作業記録の一元管理が可能

事業概要

２０，３３１千円交付対象事業費

KP I

累計R7 年度R6 年度R5 年度事業
開始前

KPI

（ ＋１５０）
１５０

（＋８０）
７０

（＋４０）
3 0

（＋３０）
0目標①クラウド型営農支援システムの利用者数

（人）

（ ＋８０）
８０

（＋１７）
6 3

（＋2 5 ）
3 8

（＋３８）
0実績

効果検証シート【施設園芸DX推進プロジェクト( R５年度) 】

KP I

累計R7 年度R6 年度R5 年度事業
開始前

KPI

（＋５１）
５１

（＋１７）
３４

（＋１７）
1 7

（＋１７）
0目標②指導者育成研修の受講者数（人）

（＋６８）
６８

（＋２２）
4 6

（＋２4 ）
2 2

（＋２２）
0実績

（５３．０）
５３．０

（＋３．０）
５０．０

（＋１．７）
4 8 .3

（＋４８．３）
0目標③施設園芸（キュウリ）農家1 戸当たりの生

産量（t/戸）

（＋４６）
4 6

（±0 ）
4 6

（ ±0 ）
4 6

（＋４６）
0実績

（＋８０）
８０

（＋２０）
６０

（＋１０）
5 0

（＋５０）
0目標④クラウド型営農支援システムの利用満足

度（％）

（＋９０）
９０

（＋１５）
7 5

（＋1 1 ）
6 4

（＋６４）
0実績



効果検証シート【 S AGA2 0 2 4 競技会を楽しむ環境づくり事業( R５年度) 】

佐賀県では、2 0 2 4 年のS AGA2 0 2 4 （ 国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会） 開催に向け、県民がス
ポーツを楽しむ環境づくりを進めている。特に、県民がスポーツを「 観る」 文化を醸成するため、身近な学生ス
ポーツ等多くのスポーツシーンのオンライン配信の実現を目指している。
本事業では、I CT技術を活用した効率的なスポーツオンライン配信の仕組み構築を実施し、県内の多くのス

ポーツを「 観る」 環境づくり を推進する。また、本事業を県民参加型とすることで、今までに無い視点から県民
がスポーツに興味を持つ新たなきっかけ作り を行い、佐賀県のスポーツ文化の裾野拡大を図る。

事業目的

【 動画配信サポート】
・撮影・配信機材の貸出
県内スポーツ大会の主催者等がスポーツオンライン配信を気軽に実施できる

よう撮影・配信機材の貸出を実施

・研修会・練習会実施
県民向けスポーツオンライン配信研修会や実際のスポーツシーンでの練習会

等を実施

事業概要

３４，８２５千円交付対象事業費

KP I

累計R7 年度R6 年度R5 年度事業
開始前

KPI

（ ＋１００）
１００

（＋１０）
９０

（＋３０）
6 0

（＋６０）
0目標①研修会・練習会参加者数（ 人）

（ ＋６７３）
６７３

（＋３２）
6 4 1

（＋4 1 3 ）
2 2 8

（ ＋２２８）
0実績

効果検証シート【 S AGA2 0 2 4 競技会を楽しむ環境づくり事業( R５年度) 】

KP I

累計R7 年度R6 年度R5 年度事業
開始前

KPI

（＋１００）
１００

（±０）
１００

（ ＋５０）
５０

（＋５０）
0目標②スポーツ動画配信数（配信）

（＋２２２）
２２２

（＋４７）
1 7 5

（ ＋9 4 ）
8 1

（＋８１）
0実績

（+ ４００,0 0 0 ）
4 0 0 ,0 0 0

（+ １0 0 ,0 0 0 ）
3 0 0 ,0 0 0

（ + ５０，０００）
2 5 0 ,0 0 0

（＋２５０,0 0 0 ）
0目標③配信動画視聴者数（ 人）

（＋2 ,2 8 4 ,0 0 0 ）
2 ,2 8 4 ,0 0 0

（＋3 3 ,0 0 0 ）
2 ,2 5 1 ,0 0 0

（＋1 ,6 4 0 ,8 0 0 ）
6 1 0 ,2 0 0

( + 6 1 0 ,2 0 0 )
0実績

（＋１００）
１0 ０

（＋１０）
9 0

（ ＋１０）
8 0

（+ 8 0 ）
0目標④研修会・練習会参加者及び機材

貸出利用者の満足度（％）

（＋１００）
1 0 0

（±０）
1 0 0

（±０）
1 0 0

（＋１００）
0実績



効果検証シート【電子申請等推進事業( R５年度) 】

LoGoフォーム( ※) について、マイページ機能と自動連絡機能、オンライン決済機能を拡充し、行政手続のオン
ライン化を更に進め、より 便利に、いつでもどこでも行政手続を完結できる環境を整備する。
※簡単なマニュアルでどの職員でも w e b フォームを作成できるサービス

事業目的

【LoGoフォームの機能拡充】
・R4 年度から導入
・イベント参加申し込みやアンケート収集等の事務効率化を中心
に活用
・補助金等の行政手続の活用件数は少ない

・今年度、担当課に行政手続オンライン化の紹介をしたところ、担
当課からは、 次のように機能拡充を望む声
✓申請不備を連絡する機能
✓以前の回答の入力を省略する機能
✓決定通知書を送付する機能

・このような機能を拡充することで、より多くの行政手続のオンライ
ン化を実現する

事業概要

２，３８３千円交付対象事業費

KP I

累計R7 年度R6 年度R5 年度事業
開始前

KPI

（＋１５）
１５

（＋５）
１０

（ ＋５）
５

（ ＋５）
0目標①デジタル窓口に対応したオンライン手続数

（手続数）

（＋１８）
１８

（＋１）
1 7

（＋1 0 ）
７

（ ＋７）
0実績

効果検証シート【電子申請等推進事業( R５年度) 】

KP I

の累計R7 年度R6 年度R5 年度事業
開始前

KPI

（ ＋４．０）
４．０

（＋０．５）
３．５

（＋０．５）
３．０

（＋３．０）
0目標②デジタル窓口を利用したオンライン申請に

関する満足度（５段階評価の平均）

（ ＋４．１８）
４．１８

（ + ０．６８）
３．5

（▲0 ．3 1 ）
３．８１

（ ＋３．８１）
0実績



効果検証シート【佐賀 Civil S ocie ty Org a n iza t ions （市民社会組織）誘致事業( R５年度) 】

行政の力だけでは実現が難しい、複雑･多様化する地域課題・社会課題（ e x.災害支援、フードバンク、子ども
の貧困、ウクライナ避難民支援、等） にきめ細かに対応するため、県外CS O等の誘致を推進するととに、行政
/CS O/企業等の新たな「 つながり 」 を生み出す環境を整備する。

事業目的

施設名：まちなかオフィスTOJ IN館
住所：佐賀県佐賀市唐人二丁目５番1 5 号

（ １）施設整備概要
民間運営施設の整備
まちなかのシェアオフィスの一部を改修し、県内外のNPO法人等の市民社会
組織（Civil S ocie ty Org a n iza t ions、以下「 CS O」 という。［＊］ ） や企業等
がテレワークできる環境を備えたをワークスペース、共有スペースを整備
［ ＊］市民が主体的に社会貢献活動を行う 民間の非営利組織（ 志縁組織） 及
び地域住民で構成された地縁組織であって、NP O法人、市民活動・ボラン
ティア団体に限らず、自治会、PTA、子ども会といった組織・団体を含む団体を
いう。

（ ２）施設の利用促進のためのプロジェクト推進
全国的にCS Oが多く集まるイベントに参加（ ブース出展負担金）

事業概要

５，２８８千円交付対象事業費

KP I

累計R7 年度R6 年度R5 年度事業
開始前

KPI

（＋１０）
１０

（＋３）
７

（＋７）
ー0目標①サテライトオフィス等施設を利用する企業

数（社・団体）

（＋１０）
１０

（▲１０）
2 0

（＋1 1 ）
９

（＋９）
0実績

（＋２）
２

（＋１）
１

（＋１）
ー0目標②サテライトオフィス等施設を利用する企業

における、所在都道府県外の企業数（社・団
体）

（＋４）
４

（＋1 ）
3

（＋1 ）
２

（＋２）
0実績

KP I

累計R7 年度R6 年度R5 年度事業
開始前

KPI

（＋2 ,0 0 0 ）
2 ,0 0 0

（＋６００）
１，４００

（＋１，４００）
ー０目標③サテライトオフィス等施設の利用者数（人）

（＋2 ,3 5 0 ）
2 ,3 5 0

（▲１５０）
２,5 0 0

（＋1 9 0 ）
２,３１０

（＋２,３１０）
０実績

（＋２０）
２０

（＋１０）
１０

（＋１０）
ー0目標④サテライトオフィス等施設の利用者におけ

る、所在都道府県外の利用者数の割合（％）

（＋４０）
４０

（+ ２５）
1 5

（▲7 ）
２２

（＋２２）
0実績

（＋５７０）
５７０

（＋１９５）
３７５

（＋３７５）
ー0目標⑤移住者数（人）

（＋６５５）
６５５

（▲２４３）
8 9 8

（＋４５８）
４４０

（＋４４０）
0実績

効果検証シート【佐賀 Civil S ocie ty Org a n iza t ions（市民社会組織）誘致事業( R５年度) 】


